
令和４年度農林水産省「みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証

事業費補助金等のうちスマート農業の総合推進対策のうち 

農林水産データ管理・活用基盤強化事業」 

成果報告書 

令和５年７月 

農機 API共通化コンソーシアム 

代表機関 農研機構



 

 

序文 

国内農業では、担い手の減少・高齢化の進行等による労働力不足に対応しつつ、持続性

確保と生産性向上を両立するため、農業データをフル活用できる環境を整備し、経営の

徹底的な効率化を強力に推進する必要がある。具体的には、農業者の営農管理を目的と

したデータ活用サービスである営農管理情報システム（以下、FMIS、Farm Management 

Information System）に様々な営農データを集約・統合し、農業者がデータに基づく高

度な経営判断・意思決定ができる環境を早期に整備する必要がある。これを実現するツ

ールとして、現在、オープン APIへの注目が高まっている。 

API（Application Programing Interface）とは、一般に「あるアプリケーションの機能

や管理するデータ等を他のアプリケーションから呼び出して利用するための接続仕様

等」を指し、この接続仕様を第三者に公開している APIが「オープン API」と呼ばれる。

今後、農業においても気象、農地、肥料、農薬等のデータを FMISに統合できるよう、こ

れらのデータを登録・管理する事業者が積極的に APIを公開することが求められる。 

ここで、営農データのうち「農作業状態の記録」は、データ利活用の基本となる。作業

記録の自動化・効率化を実現するには、IoT 化された農業機械（以下、農機）や各種農

業用センサー等から取得したデータが標準化された形式で FMIS に提供されることが重

要であり、早期の実現が求められている。 

これらを背景に、行政において農機・システムから取得できるデータの連携を主眼に、

令和３年２月に「農業分野におけるオープン API整備に関するガイドライン ver1.0」が

策定され、また、上記ガイドライン策定の翌年度となる令和３年度より農業データ利活

用の環境整備を支援する補助事業「農林水産データ管理活用基盤強化事業（以下、本事

業）」が開始された。 

令和３年度、農研機構は、農機メーカー、ICT ベンダー、業界団体、大学等を構成員と

した「農機 API共通化コンソーシアム」を設立して本事業に取り組み、様々な農業用デ

バイスから取得されるデータを安全かつ効率的に FMISへ連携させるための標準的な API

の仕様及びそれに付随する API利用契約の条文例等を作成・公開した。 

令和４年度は、令和３年度の取組を加速すべく、農機 API共通化コンソーシアムの構成

員の追加、取組内容の拡充を行い、API の仕様拡充、策定した API の生産現場での有効

性の検証、さらに、農業分野におけるデータ連携のあるべき姿等の検討を行い、今後、

関係団体が密接に連携協力し、データ利活用の取組を加速させる方向性を定めた。 

本報告書は、令和４年度の事業成果の要約として、コンソーシアムの活動記録、成果

概要等を取りまとめたものである。 
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１．はじめに 

１）事業の目的 

国内農業の課題解決と発展のためには、農業データのフル活用、具体的には、

FMIS に様々な営農データを集約・統合し、農業者がデータに基づく高度な経営

判断・意思決定を行える環境を早期に整備する必要があり、「農機・システムの

稼働データ」はその実現に必要不可欠な要素である。 

そこで、「農業分野におけるオープン APIの整備に向けたガイドライン（農林水

産省 令和３年２月 10 日策定）」に基づき、①トラクタ、田植機、コンバイン、

②穀物乾燥調製施設、③施設園芸機器から取得できる営農上有益なデータをシ

ステムの垣根を越えて連携・共有する仕組みの確立を目指し、オープン API の

整備に向けた各種検討を行う。 

 

これまでの取組 

本コンソーシアムは、令和３年度より活動を開始した。 

令和３年度は、農機・システムのデータ連携に着手するに当たり、現状の把握、

あるべき姿の設定、API 利用場面を想定した解決すべき課題について整理の上、

それらの課題解決を成果目標に定めて活動した。その結果、①成果報告書、②農

機 OpenAPI仕様書、③API接続チェックリスト、④農業分野における API利用規

約の条文例の４点を取りまとめ、本コンソーシアムのウェブサイトへ公開した。 

また、これらの成果物を活用し、本コンソーシアムの複数の農機メーカーから標

準仕様に即した APIが実装・公開されている。 

 



 

2 

 

 
図１－１）―１ 現状とあるべき姿 

 

 

図１－１）―２ API利用場面を想定した解決すべき課題 
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農機毎の協調データ項目を特定する

農機毎のAPIの標準仕様案を示す２

３ 接続検証により機械データを
一元管理できることを実証する

４

５ API利用規約に盛り込むべき
条文例を整理する

1

APIの接続検証要件を整理する
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図１－１）―３ 令和３年度事業成果目標 

 

 

図１－１）―４ 令和３年度事業成果物概要 

 

事業目的 

このように令和３年度の取組でデータ連携の基盤作りが前進し、コンソーシア

ム構成員が API の実装に至る等の着実な成果を上げてきている。そこで令和４

メーカ間のブランドの壁を越える

WAGRIを介した接続検証により

営農管理システムで機械データを

一元管理できることを実証する

3

農機メーカとICTベンダー（N:Nの関係）の円滑な契約手続きを支援する

農機メーカー、 ICTベンダーの双

方に必要なAPIの接続検証要件を

整理する

農機メーカー・ICTベンダー間の

API利用規約に盛り込むべき条文

例を整理する

4

農機メーカのデータ連携の
ビジネス展望を確認する

運用基準策定後のオープンAPI整

備やWAGRI実装計画を設定する

（接続検証に取り組んだ企業対象）

6

農機業界全体のデータ連携の機運を高める

農機業界全体の普及・啓発を目的とした無料シンポジウムを開催する7

5

農機メーカのデータ連携のハードルを下げる
対応機種・データ項目を増やす

農機の協調データ項目を特定する 農機毎のAPIの標準仕様案を示す1 2

協調領域 競争領域

データの使われ方
↓
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↓

データ項目、
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標準API

令和３年度に実施した事業成果の要約として、事業の目
的、実施体制、各種成果物の位置付け、成果の概要及び
コンソーシアムの活動記録等を取りまとめた報告書

① 成果報告書

令和３年度農林水産省「農林水産データ管理活用
基盤強化事業」成果報告書

APIの仕様を開示し、データ利用者のアプリケーショ
ン開発等に役立てるための仕様書
本書で示すAPIを実装した状態を「農機OpenAPI仕様
準拠」とし、各社の実装を促進
ファイル(yaml形式)も併せて公開

② 農機OpenAPI仕様書

農業機械・システムデータ利活用事業者間
農機OpenAPI仕様書

API提供事業者（農機・機器メーカー等）とAPI利用事
業者（ICTベンダー等）の間における安全なデータ連
携及びAPI実装後のセキュリティ体制のモニタリング
を支援するためのチェックリストとその解説書

③ API接続チェックリスト

API提供事業者とAPI利用事業者の農機データ連携
のためのAPI接続チェックリスト解説書

「農業分野におけるオープンAPI整備に関するガイド
ラインver.1.0（農林水産省 令和3年2月」の記載内容
を踏まえ、各種データの利用権限等を具体的な条文に
取りまとめた条文例とその解説

④ 農業分野におけるAPI利用規約の条文例

農業分野におけるAPI利用規約の条文例と解説
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年度は、令和３年度までの取組の加速化を目的に、令和３年度の事業内容を踏襲

しつつ、農機 API仕様の普及・定着に向けたさらなる仕様の拡充が重要となる。

また、令和３年度に策定した農機 OpenAPIの有効性を検証し、その結果をフィー

ドバックして仕様の改善に取り組むことも重要となる。 

さらに、農業分野における担い手不足、気候変動、エネルギー・資源高騰等、広

範かつ緊急性の高い課題解決に向け、関係者がデータ連携で実現すべき目標を

共有し、その上で、農機・システムの効率的かつ有効なデータ連携の在り方を定

めることが重要である。 

 

成果目標 

以上、本事業では、令和３年度の取組と同様、APIの標準的な仕様策定をコア業

務としつつ、あるべき姿の実現を支援する幅広い環境を整備することを目標に、

以下６点を成果目標に掲げて取り組んだ。成果の詳細は、「2.成果報告」に記載

する。 

 

1. 農機ごとの協調データ項目を特定する。 

2. 農機ごとの API の標準仕様を充実改訂する。 

3. 接続検証によりメーカーの垣根を越えて農機・システムから得られるデー

タを営農管理システムで一元管理できることを実証する。また、前年度事

業で整備した農機 OpenAPI の生産現場での有効性を検証する。 

4. 運用基準策定後のオープン API 整備や WAGRI への実装計画について  

接続検証を実施した農機メーカー等を対象に設定する。 

5. 農機・システムにおけるデータ連携の将来像を策定の上、農機 OpenAPI

の優先開発項目を取りまとめる。 

6. 農機業界全体の普及・啓発を目的とした無料シンポジウムを開催する。 
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２）実施体制 

農研機構では、「農業情報創成・流通促進戦略に係る標準化ロードマップ」（令和

２年５月官民データ活用推進基本計画実行委員会報告）、「農業分野におけるオ

ープン API整備に関するガイドライン」（令和３年２月農林水産省策定）及び「農

業分野における AI・データに関する契約ガイドライン」（令和２年３月農林水産

省策定）の趣旨を踏まえつつ、農業分野でのデータ連携を推進するため、農機・

機器メーカー、ICT ベンダー、業界団体、研究機関等からなる、「農機 API 共通

化コンソーシアム」を令和３年４月 20日に設立した。 

本コンソーシアムでは、３分野のワーキンググループ（以下、WG）を設け、WG1：

ほ場農業機械、WG2：穀物乾燥調製施設、WG3：施設園芸機器の各 WGにおいて専

門的な立場から各種検討を行った。また、WG１～３の各分野（ほ場農業機械、穀

物乾燥調整施設、施設園芸機器）に対して横断的な視点でデータ連携の将来像を

検討する場として、新たに将来像 WGを設けた。 

さらに、生産現場で農業者が使いやすいデータ連携を実現するため、農業者、農

業用ソフトウェア製造事業者、学識経験者、業界団体等からなる事業検討委員会

を設け、各 WGへの助言・指導を行った。 

 
図１－２）―１ 農機 API 共通化コンソーシアムの実施体制 
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表１－２）―２ 参画機関 

団体名 

国立大学法人東京農工大学 

公立大学法人秋田県立大学 

国立大学法人北海道大学 

国立大学法人岡山大学 

国立大学法人豊橋技術科学大学 

全国農業協同組合連合会 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

穀物乾燥貯蔵施設協会 

一般社団法人日本施設園芸協会 

一般社団法人農業食料工学会 

一般社団法人日本農業機械工業会 

一般社団法人日本農業機械化協会 

サンファーム･オオヤマ有限会社 

有限会社穂海農耕 

ラプター会 

井関農機株式会社 

NECソリューションイノベータ株式会社 

ウォーターセル株式会社 

大島農機株式会社 

金子農機株式会社 

株式会社クボタ 

株式会社ケツト科学研究所 

株式会社サタケ 

静岡製機株式会社 

株式会社誠和 

テラスマイル株式会社 

日本車輌製造株式会社 

ネポン株式会社 

株式会社日立ソリューションズ 

プロンプト・K株式会社 

株式会社まいすたぁ 
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三菱マヒンドラ農機株式会社 

株式会社山本製作所 

ヤンマーアグリ株式会社 

ヤンマーグリーンシステム株式会社 
 

 

表１－２）―２ 事業検討委員一覧 

団体名 所属・役職 氏名 

国立大学法人東京農工大学 特任教授 澁澤 栄 

公立大学法人秋田県立大学 
アグリイノベーション教育研究

センター長 
西村 洋 

国立大学法人北海道大学 研究員 川村 周三 

国立大学法人岡山大学 教授 安場 健一郎 

国立大学法人豊橋技術科学大学 教授 高山 弘太郎 

全国農業協同組合連合会 

耕種総合対策部・スマート農業

推進課長 
平野 幸教 

施設農住部・専任次長 𡈽𡈽方 享 

耕種総合対策部・高度施設園芸

推進室長 
吉田 征司 

(株)まいすたぁ 代表取締役 齋藤 一志 

(有)穂海農耕（～R3.12） 

(株)穂海耕研（R3.12～） 
代表取締役 丸田 洋 

サンファーム･オオヤマ(有) 代表取締役 大山 寛 

JA宮崎中央 田野胡瓜部会ラプター会 会長 山ノ上 慎吾 

テラスマイル（株） 代表取締役 生駒 祐一 

プロンプト・Ｋ(株) 東京オフィス 最高技術責任者 天辰 健一 

（一社）日本農業機械工業会 常務理事 川口 尚 

（一社）日本農業機械化協会 専務理事 藤盛 隆志 

穀物乾燥貯蔵施設協会 常務理事 戸谷 亨 

（一社）日本施設園芸協会 常務理事 事務局長 藤村 博志 

（一社）農業食料工学会 事務局長 宮原 佳彦 

NEC ソリューションイノベータ

（株） 

主席プロフェッショナル 榎 淳哉 

主席プロフェッショナル 村田 淳夫 

ウォーターセル（株） 
執行役員 

フィールドマーケティング部長 
藤原 拓真 

（株）日立ソリューションズ 
空間情報ソリューション部 グ

ループマネージャー 
府中 総一郎 
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（株）日立ソリューションズ 空間情報ソリューション部 西口 修 

農研機構  

農業情報研究センター 

WAGRI推進室長 川村 隆浩 

WAGRI推進室 上級研究員 田中 慶 

WAGRI推進室 主任研究員 塩見 岳博 

農研機構  

野菜花き研究部門 
研究推進部長 東出 忠桐 

農研機構  

農業機械研究部門 

機械化連携推進部長 古山 隆司 

機械化連携推進室長 大森 弘美 

機械化連携調整役 臼井 善彦 

機械化連携調整役 林 和信 

主任研究員 青木 循 

主任研究員 野田 崇啓 

施設園芸生産システムグループ 

グループ長 
深津 時広 

 

表１－２）―３ WGメンバー一覧 

 団体名 所属・役職 氏名 

将来

像 WG 

国立大学法人東京農工大学 特任教授 澁澤 栄 

公立大学法人秋田県立大学 
アグリイノベーション教育研

究センター長 
西村 洋 

国立大学法人北海道大学 研究員 川村 周三 

国立大学法人岡山大学 教授 安場 健一郎 

国立大学法人豊橋技術科学

大学 
教授 高山 弘太郎 

全国農業協同組合連合会 

耕種総合対策部・スマート農

業推進課長 
平野 幸教 

施設農住部・専任次長 𡈽𡈽方 享 

耕種総合対策部・高度施設園

芸推進室長 
吉田 征司 

（一社）日本農業機械工業

会 
常務理事 川口 尚 

（一社）日本農業機械化協

会 
専務理事 藤盛 隆志 

穀物乾燥貯蔵施設協会 常務理事 戸谷 亨 

（一社）日本施設園芸協会 事務局長 藤村 博志 

（一社）農業食料工学会 事務局・事務局長 宮原 佳彦 

NECソリューションイノベ

ータ（株） 

イノベーション推進本部 

主席プロフェッショナル 
榎 淳哉 
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NECソリューションイノベ

ータ（株） 

イノベーション推進本部 

主席プロフェッショナル 
村田 淳夫 

ウォーターセル（株） 
フィールドマーケティング

部・執行役員・部長 
藤原 拓真 

（株）日立ソリューション

ズ 

空間情報ソリューション部 

グループマネージャー 
府中 総一郎 

（株）日立ソリューション

ズ 
空間情報ソリューション部 西口 修 

テラスマイル（株） 代表取締役 生駒 祐一 

プロンプト・K（株） 
東京オフィス・最高技術責任

者 
天辰 健一 

（株）クボタ 機械業務部･部長 木下 武志 

ヤンマーアグリ（株） 
営業統括部 商品企画部 企画

グループ 
木下 貴稔 

ヤンマーグリーンシステム

（株） 

開発部 商品開発グループ 

部長 
坂本 明徳 

井関農機（株） 
総合企画部 戦略企画室  

室長 
高橋 努 

三菱マヒンドラ農機（株） 
開発設計本部 アドバンス技術

開発部 ICT課･課長 
錦織 将浩 

（株）サタケ 技術本部・常務執行役員 水野 英則 

（株）山本製作所 
執行役員 農機事業部 技術

部・部長 
松谷 俊弘 

大島農機（株） 
開発設計部 執行役員開発設

計部長 
松岡 均 

静岡製機(株) 技術部技術開発課 課長 大石 茂 

金子農機（株） 
技術部技術グループ・グルー

プ長 
正田 博之 

日本車輌製造（株） 
エンジニアリング本部・営農

施設部・部長 
井嶋 敏樹 

（株）ケツト科学研究所 
技術部門電子回路設計部署 

部署長 
稲荷 美穂 

（株）誠和 代表取締役 大出 浩睦 

ネポン（株） 代表取締役社長 福田 晴久 

農研機構 

農業情報研究センター 
WAGRI推進室･WAGRI推進室長 川村 隆浩 

農研機構 

農業情報研究センター 
WAGRI推進室･主任研究員 塩見 岳博 

農研機構 

農業情報研究センター 
WAGRI推進室･上級研究員 田中 慶 

農研機構 

農業機械研究部門 
グループ長 深津 時広 

農研機構 研究推進部長 東出 忠桐 
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野菜花き研究部門 

農研機構 

農業機械研究部門 
機械化連携推進部長 古山 隆司 

農研機構 

農業機械研究部門 
機械化連携推進室長 大森 弘美 

農研機構  

農業機械研究部門 
機械化連携調整役 臼井 善彦 

農研機構 

農業機械研究部門 
機械化連携調整役 林 和信 

農研機構 

農業機械研究部門 
機械化連携推進部･主任研究員 青木 循 

農研機構 

農業機械研究部門 
機械化連携推進部･主任研究員 野田 崇啓 

WG1 

公立大学法人秋田県立大学 
アグリイノベーション教育研

究センター長 
西村 洋 

（一社）日本農業機械工業

会 
常務理事 川口 尚 

（一社）日本農業機械化協

会 
専務理事 藤盛 隆志 

（株）クボタ 機械業務部・部長 木下 武志 

ヤンマーアグリ（株） 
開発統括部 先行開発部 知能

化グループ・主幹 
三谷 英樹 

井関農機（株） 
総合企画部 戦略企画室 室

長 
高橋 努 

三菱マヒンドラ農機（株） 
アドバンス技術開発部 ICT

課・課長 
錦織 将浩 

NECソリューションイノベ

ータ（株） 

イノベーション推進本部 

主席プロフェッショナル 
榎 淳哉 

NECソリューションイノベ

ータ（株） 

イノベーション推進本部 

主席プロフェッショナル 
村田 淳夫 

（株）日立ソリューション

ズ 

スマート社会ソリューション

本部 空間情報ソリューショ

ン部 グループマネージャー 

府中 総一郎 

（株）日立ソリューション

ズ 

スマート社会ソリューション

本部 空間情報ソリューショ

ン部 

西口 修 

ウォーターセル（株） 

執行役員 

フィールドマーケティング部

長 

藤原 拓真 

農研機構 

農業情報研究センター 
上級研究員 田中 慶 

農研機構 

農業情報研究センター 
主任研究員 塩見 岳博 

農研機構 

農業機械研究部門 
機械化連携調整役 林 和信 
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農研機構 

農業機械研究部門 
機械化連携推進部･主任研究員 青木 循 

WG2 

国立大学法人北海道大学 研究員 川村 周三 

穀物乾燥貯蔵施設協会 常務理事 戸谷 亨 

（株）サタケ 技術本部・常務執行役員 水野 英則 

井関農機（株） アグリクリエイト部・部長 岩井 通和 

（株）山本製作所 
執行役員 農機事業部 技術

部・部長 
松谷 俊弘 

大島農機（株） 執行役員 開発設計部・部長 松岡 均 

静岡製機（株） 
技術部・グループマネージャ

ー 
大石 茂 

金子農機（株） 
技術部技術グループ・グルー

プ長 
正田 博之 

（株）クボタ 
アグリソリューション推進部 

施設企画課・課長 
増澤 佳浩 

ヤンマーグリーンシステム

（株） 

開発部 商品開発グループ 

部長 
坂本 明徳 

日本車輌製造（株） 営農施設部・次長 井嶋 敏樹 

NECソリューションイノベ

ータ（株） 

イノベーション推進本部 

主席プロフェッショナル 
榎 淳哉 

NECソリューションイノベ

ータ（株） 

イノベーション推進本部 

主席プロフェッショナル 
村田 淳夫 

ウォーターセル（株） 

執行役員 

フィールドマーケティング部

長 

藤原 拓真 

（株）日立ソリューション

ズ 

空間情報ソリューション部 

グループマネージャー 
府中 総一郎 

（株）日立ソリューション

ズ 
空間情報ソリューション部 西口 修 

（株）ケツト科学研究所 
技術部門電子回路設計部署 

部署長 
稲荷 美穂 

農研機構 

農業情報研究センター 
主任研究員 塩見 岳博 

農研機構 

農業情報研究センター 
上級研究員 田中 慶 

農研機構 

農業機械研究部門 
主任研究員 野田 崇啓 

WG3 

国立大学法人岡山大学 教授 安場 健一郎 

国立大学法人豊橋技術科学

大学 
教授 高山 弘太郎 

（一社）日本施設園芸協会 事務局長 藤村 博志 

（一社）日本施設園芸協会 参事 岡田 邦彦 
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（株）誠和 代表取締役 大出 浩睦 

ネポン（株） 代表取締役社長 福田 晴久 

テラスマイル（株） 代表取締役 生駒 祐一 

プロンプト・K（株） 最高技術責任者 天辰 健一 

NECソリューションイノベ

ータ（株） 

イノベーション推進本部 

主席プロフェッショナル 
榎 淳哉 

NECソリューションイノベ

ータ（株） 

イノベーション推進本部 

主席プロフェッショナル 
村田 淳夫 

（株）クボタ 
アグリソリューション推進部 

施設企画課・課長 
増澤 佳浩 

サンファーム・オオヤマ

（有） 
代表取締役 大山 寛 

ラプター会 会長 山ノ上 慎吾 

農研機構 

野菜花き研究部門 
研究推進部長 東出 忠桐 

農研機構 

農業情報研究センター 
主任研究員 塩見 岳博 

農研機構 

農業機械研究部門 
グループ長 深津 時広 

農研機構 

農業機械研究部門 
機械化連携調整役 臼井 善彦 
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２．成果報告 

１）API標準仕様の検討 

取組の意義・目的 

APIの仕様は、本来、データ連携を図る API提供事業者と API利用事業者が互い

の戦略等に基づき協議して定められるものである。農業のデータ連携に関わる

API提供事業者や API利用事業者は複数存在することから、APIの標準仕様が存

在しない場合、農業者等の希望する機械と FMISの組合せによるデータ連携を実

現するには、各事業者数の組合わせに応じた個別対応が必要となる懸念がある。 

API標準仕様の策定は、この懸念を取り除き、API提供事業者と API利用事業者

の N 対 N 型の接続を容易にし、農機全般のデータ利用価値の向上、それが契機

となるオープンイノベーションの促進に繋げようとするものである。 

 

農機 OpenAPI仕様の基本的考え方 

標準化の範囲 

本事業で対象とする標準化の範囲の考え方を図２－１）－１に示す。機械提供事

業者のシステムには既に独自の形式でデータが保存されており、また、そのデー

タ元となる農機から送信されるデータは、センサー技術、情報処理技術、通信技

術などにより決定され、各社の所有する知的財産権にも及びうる。本事業では、

これらデバイス技術やバックエンドシステムの標準化には着手せず、接続事業

者システムとの接点となる APIの仕様を標準化の対象とする。 

 

図２－１）―１ 標準化の範囲 

 

API公開

機械提供事業者
（API提供事業者）

システム WAGRI

・情報統合、解析
・UI提供

本事業のスコープ

接続事業者
（API利用事業者）

システム

標準仕様を定めるAPI
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標準化の考え方 

標準化の考え方は、①APIの構造、データ項目と取り得る値、パラメータを含み、

そのまま実装しても動作する詳細な仕様を定める方法、②APIのメッセージ上の

標準的な項目及びその定義等についてのみ定め、それ以外の仕様は API での連

携を目指す関係者が協議のうえ任意に拡張して定めることを前提とする方法な

どが考えられる。 

農機 OpenAPI仕様は、API標準仕様はデータ連携を行うシステムが最低限備える

べきとの前提に基づき、①の考え方を基本的に採用しつつ、②にある事業者間の

協議による任意の拡張を妨げるものではないことを基本的な考え方とする。 

 

認証認可 

API標準仕様を利用したデータ連携では、FMISを利用する農業者が、APIを介し

て農機メーカー等のシステムに保管された機械データを取得し、解析や可視化

等を行う利用形態が想定される。機械データには農業者が農作業等を通じて取

得した作業ノウハウ等の情報が含まれるため、セキュリティの確保に加え、農業

者の指図によりデータ取得を行う適切な認証認可方式の導入が必要となる。 

図２－１）―２ 認証認可に関する関係者の役割 

本事業においては、IT 分野で標準的に利用され、以下に述べる理由から本事業

で想定する利用形態との親和性が高い「OAuth2.0（認可コードグラント）」を標

準の認証認可方法として採用する。OAuth2.0は、ITシステム間の権限移譲のた

めのプロトコルであり、本プロトコルの利用により、農業者はユーザ IDやパス

ワード等の秘匿すべき情報を FMIS側に提供することなく、農機メーカー等のシ

ステムに保管された稼働データの取得に限定した権限のみを移譲することが可

能となる。実際の権限の委譲は「アクセストークン」と呼ばれる電子的な証明書

の発行によって行われ、アクセストークンを標準仕様の API を実装したサーバ

ーに提示することにより、データ取得が許可される仕組みである。 
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図２－１）―３ 認証認可から情報取得までの流れ（簡略図、WAGRIの記載を省略） 

 

WAGRI の活用形態 

農業データ連携基盤WAGRIは、データ「連携」・「共有」・「提供」機能を提供する

データプラットフォーム（基盤）であり、データ「連携」・「共有」・「提供」の各

機能を実現するAPI群を備えている。WAGRIのAPI利用会員は、企業、団体、官公

庁等が提供する気象、農地、地図、生育予測等のAPIを利用可能であり、また、

ユーザーが自らAPIを登録して公開することも可能である。2023年現在、農研機

構が事務局となって管理・運用を行っている。 

本事業の接続検証は、WAGRIにユーザー（機械提供事業者）が自ら登録・公開す

るデータ中継（ゲートウェイ）APIを利用し、WAGRIを介してクライアント（FMIS）

のリクエストを機械提供事業者の API サーバーに転送することを前提として実

施した。WAGRIの持つデータ蓄積機能等は利用しないが、リクエストが WAGRIの

データ中継 API を通過する際に WAGRI の認証システムによる認証が行われるこ

と、機械提供事業者の機械情報システムではリクエスト元を WAGRI のみに限定

できることから、セキュリティ確保が容易になる等の効果が期待できる。また、

WAGRIには登録済み APIの機能説明を掲載することができる。本事業で整備され

た APIについては、API標準仕様書である「農機 OpenAPI仕様書」等へのリンク

を含む共通の説明を掲載することで利用者の理解を促すこととした。 
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図２－１）―４ WAGRIのデータ中継（ゲートウェイ）機能 

 

成果概要 

WG1（ほ場農業機械） 

令和３年度のWG1におけるAPI標準仕様の検討では、ほ場単位の機械作業コスト

（作業時間や燃料消費量）を把握することをユースケースとして設定し、①機械

情報、②位置情報、③作業（稼働）時間、④燃料消費量、⑤PTO駆動状態等の機

械固有の動作状態を取得するためのAPI仕様を定義した。また、令和４年度に行

うAPI標準仕様の拡充に向け、新たに対象とするデータ項目を検討し、収穫情報

に関するAPI標準仕様を策定する方針を定めた。 

令和４年度の活動では、前年度の検討結果に基づき、収穫情報に関するAPI標準

仕様を拡充した。 

収穫情報の主要なデータ項目としては、ほ場収穫時の収量（質量）と品質（含水

率など）に関するデータ項目を対象とした。 

情報の記録タイミングとしては、市販コンバインの収穫情報記録の実態から、①

比較的短時間の一定周期で記録する方法、②グレンタンクから穀粒を排出する

タイミングで記録する方法、③ほ場ごとに情報を集計して記録する方法の３つ

が想定された。収穫情報を構成する収量と品質はそれぞれ異なる日時に紐付く

場合があることから、収量と品質の両方を含むことのできるデータ型である

Yieldと、品質のみを含むデータ型であるQualityを定義し、収量と品質が同じ日

時に紐付く場合はYieldを用いて収量と品質を１つのデータとして表現し、異な

る日時に紐付く場合は収量のみを含むYieldとQualityを用いてそれぞれのデー

タとして表現することとした。なお、Qualityの定義は、ポストハーベストの行

程と一貫して利用できるように、WG2で検討した検査機器による品質検査の項目

と共通化を図った。さらに、③の記録方法に対応するため、ほ場ごとに集計され

た収穫情報の紐付け先となるほ場を表すデータ型であるFieldを定義した。
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FieldはGeoJSON拡張した構造になっており、本事業で定義したシンプルなデー

タ形式に加え、WAGRIの統合農地APIやID付与済み筆ポリゴン取得APIとの互換性

を確保したデータ形式を表現できる仕様とした。 

 

 

図２－１）―２ ほ場農業機械の API利用のユースケース 

 

WG2（穀物乾燥調製施設） 

WG2 では、穀物循環式乾燥機（以下、乾燥機）、穀物の品質情報を扱う穀粒判別

器や成分分析計等の検査機器（以下、検査機器）の２種類を対象機種と定めた。 

乾燥機については、前年度策定した標準仕様において運用時の懸念が見込まれ

た「乾燥機でエラーが生じた際のエラー情報（エラー内容・処置）の取扱い」を

中心に仕様の精査を実施した。結果、APIでは各社固有のエラーコードを返却し、

それ以外のエラー情報（各コードに対応したエラー内容・処置等）をエンドユー

ザに提供するのは API 利用事業者のシステム側が担う役割分担を明確化し、具

体的な方法は API提供者・利用者間の個社協議に委ねることとした。 

検査機器については、①機器の所有者は農業者に限らず、米卸業者、精米工場な

ど多岐に渡り、米品質の定量評価のために自身で検査機器のデータを利用する

こと、②検査機器の計測項目は多様であり、米の品質を判断材料にする際は多面

的・多角的な評価を行えるように複数の計測器や目視判別、官能検査などを活用

する必要があることを現状認識として整理した。次に APIの仕様策定に当たり、

ユースケースとして「検査装置の所有者（オーナー）が自身の様々なデータを一

元管理するために APIを使う場面」を設定した。これに基づき、大きく以下の２
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つの機能を定め、各 API が含むべきデータ項目等の詳細な仕様について協議し

た。 

 機能１：保有する検査機器の機器情報を取得する（リソース：Device） 

 機能２：機器で計測した品質特性情報を取得する（リソース：Quality） 

また、品質検査の項目（例：水分、玄米たんぱく質等）に関しては、検査項目の

名称、単位等について米を中心に標準化を行った。標準化に当たっては、事業検

討委員からの指摘を踏まえ、現在は機械で計測できない項目であっても既に定

義が明らかである場合は幅広く仕様に盛り込むとともに、WG1で検討中の「ほ場

収穫時の品質情報」との共通化も図った。さらに、機械鑑定を前提とした農産物

検査規格の策定を踏まえ、機械鑑定における仕様確認項目を API から特定でき

るよう仕様を整備した。 

 

 

図２－１）―３ 検査機器の API設計で定めたユースケース 

 

WG3（施設園芸機器） 

WG３では、前年度の成果を踏まえ、①環境データを取得する API に付与すべき

属性情報の項目検討、②施設園芸機器データの API仕様について検討した。 

①については、内閣官房 IT総合戦略室で検討された標準化された項目のメタ情

報記録フォーマット等 1を参考に、属性情報の項目と付与するレベルについての

 
1 https://cio.go.jp/node/2775 ＜GL2＞農業 IT システムで用いる環境情報のデータ項目
に関する個別ガイドライン（第 3版）別表４～６（平成 29 年 3月 10日新戦略推進専門調
査会 データ活用基盤・課題解決分科会取りまとめ） 

誰が 何のために どうする

生産者・
生産法人

生産物のロット管理強化
安定生産・高付加価値化

営農管理ソフトウェア内で検査結果を生産履歴と突
合し、データに基づく営農管理・判断を行う

農産物検査員
検査施設

農産物検査の公平性を保
ちつつ、手間や負担を削
減する

穀粒判別器等を用いた機械鑑定手法と検査結果の統
合管理ソフトウェアを導入。複数の機器・人が実施
した検査結果と検査ロットを紐付けて統合管理する

営農指導員等 データに基づく営農指導
産地・組合のレベル向上

栽培履歴の集大成として営農指導ソフトウェアに品
質データを紐づけて管理し、営農指導、産地戦略作
りを行う

卸業者
精米業者

仕入れロット・出荷ロッ
トの 管理体制強化

仕入れ先、出荷先を登録する台帳ソフトウェアに検
査結果を統合管理し、仕入れロットの品質確認や出
荷米の最適な精米方法などを判断する

実需者（大口） 購入した（購入予定の）
米の品質を確認する

米の品質をデータで確認し、データに基づいて利用
方法・利用形態を判断する

https://cio.go.jp/node/2775
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検討を行った。属性情報については、「デバイスの種類」、「製品名」、「モデル№」、

「メーカー名」、「設置履歴」を device のレベルに紐付けることとし、「校正履

歴」、「計測精度」、「分解能」、「計測方法」、「範囲」、「備考」を data_elementの

レベルに紐付けることとした。 

②については、対象とする機器、データ項目についての検討を行い、対象機器と

して「暖房機」、「ヒートポンプ」、「CO2施用機」、「換気窓」、「カーテン」、「換気

扇」、「循環扇」を選定し、データ項目として、機器の動作状態、開度、燃料消費

量等を定義した。 

また、API仕様全体の修正に当たっては、参考資料として掲載していたデータ記

録要素の分類 2が、環境データの API仕様としては細分化されすぎている点に運

用上の懸念が寄せられた点を踏まえ（例：記録要素として温度、気温、温室内気

温、温室内センサ内温度が別々に分かれており、どれを選定すべきか判断できな

い）、上記の参考資料からユーザー目線で優先度の高い環境データを洗い出し、

より大別化した記録要素として、温度、湿度、CO2 濃度、日射量、風向、風速、

降水量、降水（の有無）を標準項目として定義した。 

 

 

図２－１）―４ WG3の API仕様策定のポイント 

 
2 https://cio.go.jp/node/2775 ＜GL2＞農業 IT システムで用いる環境情報のデータ項目
に関する個別ガイドライン（第 3版）別表２ 基本項目名・単位表（平成 29年 3月 10 日
新戦略推進専門調査会 データ活用基盤・課題解決分科会取りまとめ） 

https://cio.go.jp/node/2775
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標準仕様（農機 OpenAPI 仕様） 

API 標準仕様の定義には、前年度と同様、API を設計、記述するツールである

Swagger(OpenAPI 仕様)を利用し、農機種類別の仕様書を作成した。また、仕様

書の位置付け、改訂履歴、参考資料等の補助的な情報に加え、仕様の利用を促進

するためのサンプルコードも一貫して公開できる方法として、Swaggerの定義か

らドキュメントを生成するオープンソースのツールである Redocを利用した。 

 

成果物 

農機 OpenAPI仕様（Swagger）及び仕様書 

 ほ場農業機械編 Ver.1.10 

 穀物循環式乾燥機編 Ver.1.02 

 穀物検査機器編 Ver.1.00 

 施設園芸機器編 Ver.2.00 

 

期待される効果 

API標準仕様により、API提供事業者やAPI利用事業者における開発コスト、両者

のコミュニケーションコストが低減し、N対N型の接続が容易になることで、農機

とFMIS間のマッチング範囲が拡大することが期待される。これにより、農業者は

利用するFMISに縛られることなく農機を選択し、データ連携を図りつつ利用す

ることが可能となる。また、API標準仕様は、オープンイノベーションの促進に

も寄与することが期待され、データを利用した新たなサービスの創出につなが

る可能性がある。 

 

２）APIの接続検証 

取組の意義・目的 

APIの接続検証は、API公開前に必要不可欠なプロセスである。API提供側にとっ

て、利用者側にデータ連携に必要な情報を提供できているか、また、問題が生じ

た場合の原因や解決策を提示できているか等を確認し、公開時に生じうる技術

的な問題を未然に防ぐことが可能となる。 

本事業における接続検証は、農研機構が仮想のAPI利用事業者となり、各WGで策
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定したAPI標準仕様の有効性及びAPI標準仕様に対する各事業者の実装の適合性

を各事業者によるサービスに先立って検証することを目的として実施した。 

また、前年度に続き、自社で農業者のデータを一元的に保存・管理できるシステ

ム環境を整備しておらず、サーバー保守や情報の適切な管理への懸念を有する

農機メーカーを想定した「API提供支援ツール」について、穀物検査機器のデー

タを取り扱えるようシステム改良に取り組んだ。 

 

図２－２）―１ 接続検証の構成 

 

成果概要 

接続検証の実施に当たり、API提供事業者は、OAuth2.0に準拠した認証認可の仕

組みと、API標準仕様に準拠したAPIを各システム上に実装し、さらにWAGRI上に

ゲートウェイAPIを設置することでWAGRIを介したAPIへのリクエストを可能と

した。 

検証は、農研機構が試作した接続検証アプリ等を利用し、以下に示す基本試験と

総合試験の２段階で実施した。また、API提供事業者側での実装、基本試験、総

合試験の各段階における確認事項等の整理が不十分であったため、農研機構で

整理の上、各 WGの会合で改めて接続検証の位置付けを共有した。 

 基本試験：認証認可のプロセスと、各事業者が実装した各 APIに対する

リクエストへの応答を確認する 

 総合試験：ユースケースを具体化した Webページからのアクセスにより

データの解析や可視化に必要な一連のデータが正しく取得、表示される

ことを確認する 

基本試験は、認証認可のプロセスで取得されたアクセストークンを利用し、仕様

書に掲載された個別 API に対するリクエストを発行することで実施した。デー
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タ提供者については、WG1では３社（井関農機、クボタ、三菱マヒンドラ農機）、

WG2では４社（クボタ、サタケ、静岡製機、山本製作所）、WG3では２社（ネポン、

誠和）が担当した。また、山本製作所及び静岡製機の APIプロバイダとして、農

研機構で改良した農機 API提供ポータルを用いた。 

その結果、検証の過程において、APIから得られるデータ形式が仕様とは異なる

ケース等が確認されたが、修正対応によって最終的には各 API の正常性を確認

することができた。 

表２－２）―１ 基本検証の確認項目（パス”/devices”の検証例） 

検証内容 検証項目 

正常実行 

HTTPステータスコードが 200 

オブジェクトの配列が返却される 

各データ項目が仕様に沿った表記で返却される 

古い tokenの付与 HTTPステータス コードが 401 

形式の正しくないトークンの付与 HTTPステータス コードが 400又は 401 

不正なメソッド（POST）の実行 HTTPステータス コードが 501 

 

その後、ほ場データ等の必要な情報を予め接続検証用アプリケーションへ登録

し、ユースケースに沿って一連のAPIを叩いてデータを取得してアプリケーショ

ン側で表示する総合試験を実施した。 

その結果、次ページのとおりWebページに設けられたユーザーインタフェースの

操作により各APIが正しく機能することで、想定どおりのデータをユーザーに提

示できることを確認した。 

API提供支援ツールの開発として、WG2の構成員である静岡製機、山本製作所の

２社の乾燥機データ、静岡製機１社の検査機器データを管理し、WAGRIの APIを

介して FMISへのデータ提供を可能とする「農機 API提供ポータル」を改良した。

該当企業、農研機構との間で機器データファイルのアップロード方法、アップロ

ードする CSV ファイルの共通的なフォーマットを協議・決定後、各社の既存ソ

フトウェアから農機 API 提供ポータルに定期的にデータをアップロードするた

めのソフトウェア改修に取り組んだ。また、農機 API提供ポータルにて、各機器

のデータをデータベースへ格納する試験、格納後のデータを農機 API 仕様に沿

って提供する機能について確認の後、上記同様、基本検証と総合検証を行い、正

しく機能することを確認した。 
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総合試験内容 接続検証用アプリケーションの表示 

WG1 

ほ場別の収量・

収穫時の水分

を表示する 

 

WG2 

穀物乾燥機の

現在状態を遠

隔監視する 

 

WG2 

穀物検査結果

を表形式で表

示する（機械鑑

定項目には●

を付ける） 

 

WG3 

ハウスの環境

データを１日

ごとにグラフ

で表示する 

 

図２－２）―２ 総合試験結果の一例 

成果物 

接続検証結果及び接続検証アプリで用いたプログラムコードを「農機 OpenAPI仕

様書」に反映 
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３）生産現場での API の有効性検証

取組の意義・目的 

令和３年度に策定した農機OpenAPIの実用性を一層高めるには、生産現場で取得

した農機の実稼働データを営農管理システムへ統合してユーザーが利用する一

連の流れを実践し、APIの取扱性を評価する取組が重要である。 

そこで、農機APIの生産現場での有効性を検証するため、API提供事業者、API利

用事業者、実証協力農家の３者で検証に取り組み、その所感や改善点等を抽出、

コンソーシアム内で協議し、農機OpenAPI仕様の改善に取り組んだ。

図２－３）―１ 生産現場での API の有効性検証 

成果概要 

WG1（ほ場農業機械）では①井関農機-クボタ（岡山県、宇津木ファーム）、②三

菱マヒンドラ農機-クボタ（埼玉県、農研機構 農機研附属農場）、③クボタ-ウォ 

ーターセル（新潟県、穂海農耕）の３箇所で実施した。生産者からは、「ほ場の

評価を定量的に行うための基礎データとして、農機手作業の記録以上の成果が

見込めそうである」との期待が寄せられる一方、「今後、営農管理システムにお

いて、手間をかけず大きなリターンが得られるような創意工夫が必要」との意見

があった。 

図２－３）―２ WG1の検証の様子（穂海農耕の例） 

データ連携により取得した機械データの表示例 機械データからの作業実績の登録証地の営農管理システムの利用
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WG2（穀物乾燥調製施設）では④山本製作所（農研機構）-サタケ（秋田県、花館）

の１箇所で実施した。生産者からは「乾燥機の遠隔監視機能は使いやすく、今後

は灯油消費量など、米の生産コストに直接つながる情報の見える化・一元管理が

できることが望ましい」との評価を得た。 

 

図２－３）―３ WG2の検証の様子 

 

WG3（施設園芸機器）では、API利用事業者を公募の上、テラスマイル社を選定し、

⑤誠和-テラスマイル（宮崎）、⑥ネポン-テラスマイル（群馬）の２箇所で実施

した。生産者からは「１つの営農管理システムで様々な営農データを一元管理す

ることは便利である」、「施設園芸では複数メーカーの機器を同時に使うことは

少ないが、複数の生産者のデータを見る普及員にとってはとても便利である」と

の意見が寄せられた。 

図２－３）―４ WG３の検証結果の一例 

またWG全般として、現地実証を通じてAPIの仕様の定義に不明確な箇所があり、

各社の実装に差分が生じていることが明らかとなったため、WG共通での仕様変

更の協議・改善を図った。これらの課題を整理し、上述の農機API仕様書及び関

係者向けの実装の手引きの改訂を決定した。 

 

実証地 API実装画面（サタケ社）

  

誠和 ネポン 
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表２－３）―１ 農機 OpenAPI仕様書等の修正箇所 

項目 課題 対応 

sort, fields に与え

るパラメータの指定

方法 

階層構造を持つデータが返却され

る API をコールする際に、sort や

fields 等のクエリパラメータでデ

ータ要素を指定する方法が明示さ

れていない。 

仕様書の修正。 

親要素と子要素を”.”で

連結して階層構造を表す。 

since, until に与え

る日付文字列のフォ

ーマット 

since, untilの日時指定は、仕様の

検証 patternでは、必ず秒の小数部

を１桁以上含まなければならない

仕様になっているものの、仕様書の

表記“ISO-8601 拡張形式で表現した

UTC 時刻”は、本来、秒と秒の小数

部の指定は任意であり、検証パター

ンと説明に不整合がある。 

仕様書の修正。 

各社の聞き取りの結果等

を踏まえ、小数の整数部は

２桁で必ず指定し、小数部

は０～３桁の範囲で任意

に指定することを明記す

る。 

データ送信の時間間

隔（穀物循環式乾燥機

編） 

現在状態を監視する APIにおいてメ

ーカーごとのデータ収集ポリシー

が異なる。標準仕様として定義され

ていない部分で提供者、利用者側の

認識合わせが必要である。 

データを一定周期で記録

する場合には、ミニマム

（５分）を設けることが望

ましい旨を実装の手引き

へ追記する。 

 

成果物 

検証の過程で得られた API仕様の改善点を仕様書及び手引きに反映。 

 

４）データ連携の将来像の検討 

取組の意義・目的 

前年度の本コンソーシアムの活動において、ほ場農業機械、穀物乾燥調製施設、

施設園芸機器の３分野において、農業機械・機器データを営農管理システムへ統

合する API の標準的な仕様や API の取り扱いルールなどを整備し、データ連携

の環境整備が前進した。今後、コンソーシアムが目標とする「各種の機器データ

を統合することで農業者にとって有益な営農サービスを提供する」には、WG 個

別の活動を超え、データ利用者の視点に立ち、データ連携で実現したい将来像を

策定し、今後の活動に繋げることが重要である。 
そのため、今年度は将来像 WGを設け、WG横断的な視点でデータ連携のあるべき

姿（将来像）を描き、その実現に向けたステップやユースケースをバックキャス

ト的に検討の上、将来像を実現していくために優先的に取り組むべきユースケ

ース・連携すべきデータ等の考え方を明示した。 



 

27 

 

検討のステップ 

事業検討委員長 兼 将来像 WG座長の澁澤氏より将来像を具体化していく上での

必要な観点（骨子）を提示の後、「あるべき姿の策定」・「あるべき姿実現のロー

ドマップ策定」・「現在の活動方針策定」と３つのステップで検討した。 

各ステップでは、農業者や農業関連企業の担当者へのヒアリングや、農業におけ

る全世界を含めたメガトレンド調査、またデータ連携における先行事例調査等

を行い、検討の資とした。 

 
図２－４）―１ 農機オープン APIの役割（仮説） 

 

図２－４）―２ 将来像 WGの検討アプローチ 

 

農機オープンＡＰＩの役割
・20年後も利用できる「時間＋場所＋事象」のデータ構造を共有
・多様なデータベースと接続可能性（経営判断や防災リスクなど）
・事象の内容と時間空間の粒度の判断は国際標準と利用者に依存

オープンＡＰＩ

現在の課題 将来の課題

多様な地域データの管理組織
多様な地域データの管理組織

農場データの所有権は
生産者にある

個人DB

共有ＤＢ

人口変動・環境変動に対応
する農場データ

共有ＤＢ

オープンＡＰＩ

個人DB

環境
生態系
都市

農場
農場

研究機関
民間企業
投資機関

研究機関
民間企業
投資機関

将来像WGの検討アプローチ

データ連携で切り開かれる未来
（将来像）の策定

•将来像を複数の観点から策定していく
•策定にあたっては、現時点のニーズだけ
でなく異業種や農業の将来的なニーズを
把握できるようなインプットを活用する

【策定のインプット】
ヒアリング調査
メガトレンド調査
先行事例調査（農業・異業種）

取り組むべきユースケース
及びデータ項目の特定

•優先的に取り組むべきユースケース及び
データ項目を特定していく

• また、今後の各WGや個社によりユース
ケースを検討いただくことを想定し、有望
なユースケースの選定・作り方に関する
考え方を整理する

【特定のための観点】
農業者・農業関係者ニーズ
技術的な実現可能性
データ連携のひろがり

STEP1 STEP3

成功に向けたステップ策定

•将来像の成功に向けたステップを策定し
ていく

•策定にあたってはデータ利活用に関わる
農業者や企業へのヒアリング結果や、異
業種プラットフォームの事例をインプットと
する

【策定のインプット】
農業者や企業へのヒアリング結果
異業種プラットフォームの事例

STEP2

• 当データ連携の将来像
• 有識者インタビュー結果
• 農業全体の将来像（メガトレンド）
• 先進事例調査結果

• 成功に向けたステップ
• 農業者や企業へのヒアリング結果
• 異業種プラットフォーム事例の調査結果

• 取り組むべきユースケース及びデータ項目の
一覧

• ユースケースの選定・作り方に関する考え方

タスク
概要

成果物

第1回/2回WGでの検討領域 第3回WGでの検討領域 第4回WGでの検討領域
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成果概要 

STEP1:データ連携で切り開かれる未来（将来像）の策定 

澁澤座長からの骨子を基に、データ連携で切り開かれる未来（将来像）の具体化

に向けて農業者・企業（メーカー、ベンダー）へのヒアリング調査、農業・農業

以外でのデータ連携における事例についてのデスクトップ調査、農業における

中長期のトレンド調査を実施した。 

ヒアリング調査から、これからのスマート農業では、農業者の意思決定支援によ

り経営が高度化され、データ連携はマネジメントサイクル実行の基盤となるこ

とが示唆された。また、現状としてデータ活用によりオペレーションやマネジメ

ントの効率化は進みつつあり、今後はより高度なデータ連携によって経営とし

ての収益性改善等が期待されていると考えられた。 

表２－４）―１ ヒアリング調査結果 

対象 調査項目 調査結果サマリー 

農業者 

想定されるスマ

ート農業（デー

タ駆動型農業）

のあり方 

 農業経営においてオペレーションのみならず、農業者の

戦略・マネジメントへの意思決定を支援することで経営

全体の高度化が図られ、データ駆動型の農業へと変革し

ていく 

その中でのデー

タ連携への期

待・役割 

 データ連携は、経営理念・戦略・マネジメント・オペレー

ションそれぞれの階層におけるマネジメントサイクル実

行の基盤となる 

 データ利活用の各プロセスにおいて農業者・メーカー・行

政など様々なプレイヤーがデータ駆動型農業を支える 
現在のデータ活

用状況 

 データ活用によりオペレーションやマネジメントの効率

化は進みつつある 

足元のデータ連

携に関わる課

題・期待 

 より高度なデータ連携・活用が可能となれば、経営におけ

る意思決定支援が進み、栽培技術だけでなく経営として

の収益性の改善やさらなる効率化が期待できる 

企業 

利用者である農

業者側の課題 

 大多数の農業者はデータ利活用に至っておらず、そのモ

チベーションが低い状況にある 

 農業者のデータ利活用モチベーションが低いと、サービ

ス利用へのリソース・資金投入意欲は向上しない 

サービス提供者

である農機メー

カー・ITベンダ

ー側の課題 

 農業者のデータ利活用ニーズが低いままだと、メーカー

側も事業化・開発を意欲的に進めることは難しくなる 

 農業者のデータ利活用ニーズが低いままだと、マーケッ

トとして成長できず、技術進展も鈍化する 

ユースケースの

取り組み方 

 まずはニーズの高い足元の課題に着目したユースケース

に着手し、データを蓄積していくことで高度なデータ利

活用へ拡大していく 

ユースケースの

普及の仕方 

 ユースケースは手放しで普及されていくものではなく、

農業者とメーカー・ベンダー側の双方でデータ連携可能

な環境を整備していく必要がある 
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先行事例調査から、データ連携では意思決定支援が、データ連携を行う上ではデ

ータの標準化・加工を担う組織・機能やデータ管理組織の構築が、安全性を担保

する上では品質管理や環境配慮の指標やデータの提供が重要と考えられた。 

 
図２－４）―３ 先行事例調査（抜粋） 

 

メガトレンド調査から、生産プロセス全体にまで検討範囲を拡大、開発プロセス

の効率化、海外のニーズも踏まえた情報開示が必要になると想定された。 

 

図２－４）―４ メガトレンド調査（抜粋） 

以上の調査結果を踏まえて、データ連携で切り開かれる未来（将来像）を下図の

通り４つの観点（①「これからのスマート農業（データ駆動型農業）」、②「デー

業界 企業・団体名 事例名 概要
農業 AgGateway 農作業における作業データの標準

化
• 農作業の稼働管理や専門家との情報共有のために、各農家で取得される農業関連デー
タの標準化を実施

上流から下流までの全プロセスにお
ける作物データの標準化

• 農機における異なるメーカー間でのデータ共有や、農家における特定品種の作業管理、小
売業者における購入品種の詳細情報把握のために、農業の上流から下流の全プロセスに
おける作物データの標準化を実施

Agrirouter 農業データ交換のためのデータプラッ
トフォーム

• 様々な農機メーカーのクラウドサービスや営農情報管理システムと認証コードを用いて連携
することで、異なるメーカー間での農業データ（作業データやGPSデータ等）の交換を一括で
実施

John Deere 利用者の意思決定・農機の自動
化を支援するクラウドサービス

• クラウドサービスを活用し、利用者（農業者・農業経営者）から取得したデータをもとに機
械学習により分析モデルを構築することで、利用者の意思決定支援や農機の行動を自
動化する仕組みを構築

Zespri フードバリューチェーン全体を管理する
データプラットフォーム

• キウイフルーツのフードバリューチェーン全体の管理を実現するデータプラットフォームを構築し、
川下の需要を踏まえた生産活動を実施

Farmers Business 
Network

農業経営における意思決定支援
サービス（経営戦略）

• 各農家から蓄積したビッグデータを活用し、収穫予測やマーケティング戦略など、農業経営
をしていくために必要となるデータを提供するデータプラットフォームを展開

365 FarmNet 農業経営における意思決定支援
サービス（営農管理）

• 農業に関する各種データを活用し、年間を通じた農作業を支援するアプリを提供

JoinData オランダにおけるデータ管理組合 • 複数の農協から財務や技術に関するデータを収集し、収集データを閲覧することはもとより、
データ提供によりITベンダーが農業用アプリの開発が可能となるデータプラットフォームを提供

GiSC 米国におけるデータ管理組合 • パートナー企業による気象情報やベンチマーク情報の提供、及び組合員が安全にデータを
貯蔵し、外部事業者にデータの利用権限を行使可能なデータ貯蔵サービスを提供

建設 小松製作所 建設現場におけるデータ収集・外部
連携におけるアプリ開発のためのデー
タプラットフォーム

• 建設業現場におけるデータ（建機稼働情報や地形情報等）を収集し、収集したデータを
閲覧することはもとより、データ提供によりパートナー企業が現場作業を効率化するための
アプリ開発が可能となるデータプラットフォームを提供

先行事例一覧

食におけるトレンドと背景要因

消費

人口増加

食糧需要の
増加

消費者の価
値観多様化

食糧需要の
多様化

加工・流通開発・生産

農地面積の
減少

温暖化

生産の
高度化

輸送能力の
向上

エネルギー
価格の高騰

穀物価格の
上昇

国内政策

トレンドとしての取り組み
生産高度化に向けた取り組み

AI搭載のロボット・ドローンを活
用した屋内型全自動農園

アプリや店舗におけるトレーサビ
リティ情報の表示

AI搭載のロボット・ドローンを活
用した全自動農村 完全人工光型植物工場

生産量の
減少

1

4

2

5

3

ビッグデータ・AIを活用した最適
な栽培環境づくり

増加 減少凡例：

資源エネル
ギーの制約



30 

タ駆動型農業におけるデータ連携の役割」、③「データ連携を含めたデータ駆動

型農業を支える体制（参考資料：これからのオープン API等によるデータ連携）」、

④「データ連携を進める上でのポイント」）で整理した。

① これまでのスマート農業はオペレーションの効率化を中心に取り組ま

れてきたが、複数のスマート農機等から得られるデータの連携・活用を

進めることで、農業者の戦略立案・マネジメント方針の策定までも支援

することが可能となり、経営全体の高度化が図られるデータ駆動型農業

へと変革される。

図２－４）―５ これからのスマート農業（データ駆動型農業） 

② データ連携は、経営理念・戦略・マネジメント・オペレーションそれぞ

れの階層におけるマネジメントサイクル実行の基盤となる。

図２－４）―６ データ駆動型農業におけるデータ連携の役割 

作業者

マネージャ

経営者戦略

経営理念

マネジメント

オペレーション

これまでのスマート農業 これからのスマート農業（データ駆動型農業）

• スマート農機や営農管理ソフトウェア等により、
作業者のオペレーションの効率化を中心に
技術が進展

• データの利活用による経営改善も実証
プロジェクトなどの事例によりスポット的に創出

• 農業者が主体的に管理するデータを用いて、オペレーションのみな
らず農業者が戦略・マネジメントの意思決定を行う（農業経営
の上流）ことで、農業経営全体の高度化が図られる、データ駆
動型の農業が実現

• 営農に関する様々な情報を集約・可視化し、それぞれの階層で
のマネジメントサイクルを実行することで経営全体を改善

戦略

経営理念

マネジメント

オペレーション

情
報
の
集
約
・
可
視
化

戦略評価

戦略策定実行計画

戦略実行

作業評価

作業改善作業計画

作業実行

・
・
・

それぞれの階層での
マネジメントサイクルを
実行し経営を改善

作業者

マネージャ

経営者

技
術
戦
略
整
備
・
環
境
整
備
・

ス
マ
ー
ト
農
業
実
証
を
通
じ
て
進
展

改善内容を共有・実行計画を決定

農作業と同時にスマート農機やIoTセンサ
等のデータ収集ツールからデータを生成

農業データプラットフォーム

Plan
実行計画

Check
評価

Action
判断・意思決定

任意の評価軸（ほ場単位等）で
各種営農工程を管理

様々な観点（効率・収量・品質等）
から多面的に評価・スコア化

営農管理
システム*1

外部情報（物価、市況等）も活用した
各種分析を実行の上、経営改善策の決定

Do
実行

戦略

経営理念

マネジメント
オペレーション

・
・
・

各
階
層
で
の

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル

• 営農管理システム*1が農業経営の各階層における
マネジメントサイクルの実行基盤となる
（階層の連携も担う）

改善案

オペレーション マネジメント

：効率高

戦略全体

アクションプラン 実行計画

• 様々な営農に関する基盤情報（農地データ、統計データ等）や
改善機能を営農管理システムに提供

：効率低

*1：営農管理・支援をサポートするツール群
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③ データ利活用のプロセスにおいて農業者・メーカー・ベンダー・研究機

関・投資家・官公庁等の様々なプレイヤーがデータ駆動型農業を支える。 

図２－４）―７ データ連携を含めたデータ駆動型農業を支える体制 

図２－４）―８ （参考）これからのオープン API等によるデータ連携 

営農データ営農データ

農業データプラットフォーム

組織毎に
データ・機能を利用

農機・資材メーカー等
• スマート農機やIoTセンサ等のデータ収集ツール
からデータを生成

• 業界団体等と連携の上、営農管理システムで
のデータ統合利用を促進するAPIを実装

営農管理システム提供・運営団体
• 個人経営、法人、集落営農組織、農協等多
様な管理主体に対して営農管理システム提供

• 農機・資材メーカ等の実装するAPIを利用し、
農業者・農業団体のデータ統合を支援

• 農業データプラットフォームも活用し、システムの
高機能化を支える各種評価・分析機能を
営農管理システム上に実装

普及組織・研究機関・投資家・官公庁等
• 農業者の合意・判断の下で提供された各種
データ*1を活用し、農業活性化や持続的営農
活動を支援

業界団体・研究機関・官公庁等
• 生産現場での効率的な営農管理システムを
支える各種営農基盤情報や分析機能を整
備・維持し、農業データプラットフォームで提供

• あらゆる農業者・農業団体にとって、営農管理システムの
利便性が高まり、必要不可欠なツールとなる

• データ利用者の母数が増えることで魅力的なビジネス環境が
醸成され、技術開発が進展。結果、農業全体のさらなる
効率化・活性化が図られる

相乗効果

法人経営体

集落営農組織

農協

個人経営体

生成された
営農データ

比較・分析

評価・予測

データ統合・共有

各種機能を活用し
マネジメントサイクル

を実践

営農管理
システム

データ表示・入力

・・・・ 外部への提供

各種営農基盤情報・分析機能等

普及組織 投資家 官公庁

営農指導 投資判断 政策立案

農業者・農業団体 農業関連事業者等

12

• スマート農機やIoTセンサ等のデータ収集ツール
からデータを生成

• データを活用して作業の無理・無駄を削減する
等で作業の効率化や精密化を実現

オペレーション

• 各種営農で生成したデータを集約・統合して
営農管理システム上で一元管理

• 日々の作業計画の立案と効率化を図るととも
に、組織内での作業内容・進捗・計画を共有

マネジメント

• 分析・解析ツール等を活用して経営を改善
• 評価結果等を活用しマネジメントサイクルを
効率的に実行

戦略

データ生成

効率化・精緻化

営農管理
システム

営農データ
営農管理
システム

一元
管理

組織内
共有 営農データ営農データ作業計画

等

営農管理
システム

マネジメント
サイクル

効率的に
実行

農業データプラットフォーム

（参考）これからのオープンAPI等によるデータ連携
異なる種類の農機から取得される異なるメーカーのデータを連携・一元管理・分析。各作業から得られた営農データや農業データプラットフォームから得ら
れるデータを営農管理システムによって農業者が分かりやすく活用できる形で示し、農業者が希望すれば、官公庁、普及組織、金融機関、民間企業等

とも連携させ、価値の高いサービスの提供を受けることも可能。

営
農
管
理
シ
ス
テ
ム

位置・作業時間データ
トラクター

稼働履歴データ
水分データ

乾燥機

作業履歴データ

作業機

メッシュ天気 土壌データ

各種センサデータ

施設園芸機器

病害虫発生予察データ

民間企業

研究機関

官公庁

金融機関

 異なる種類の農機から取得される異なるメーカーのデータを連携・一元管理・分
析できるようにすることで、

• スムーズな営農作業の判断
• 経営全体を俯瞰した進捗管理
• ほ場毎コストのリアルタイム可視化
• 客観的な労務管理

が可能になる
 入力データの共有により行政機関（普及組織等）からの指導も効率的
になる

 経営状況を客観的に示すことで、金融機関等からの融資・投資判断の
一助になる

農業経営者のニーズに対応できる

 各社でのデータ連携を前提として製品開発を行うことで、各社で仕様
開発を行うよりも投資対効果が高くなり、開発コスト負担軽減につながる

 上記のような農業経営者ニーズに応える製品開発によりハードの価値が
高まり顧客を確保できる

 農機市場において海外勢に負けない持続的な競争優位性を実現し、
企業の収益向上につながる

企業の収益向上にも資する

普及組織農
業
経
営
者

農地の地図等 等
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④ データ連携を進める上では、「農業者視点での情報管理」、「農業経営への

データ活用が可能な人材育成」、「データ提供に対するメリットの提示」、

「ハード及びソフト面でのインターフェース標準化」、「農業情報のセキ

ュリティ担保」といったポイントに対して今後対応の強化を進める必要

がある。 

 

図２－４）―９ データ連携を進める上でのポイント 

以上、スマート農業が自動走行等に代表されるオペレーションの効率化を中

心に発展してきた中、今後は農業者の営農計画や経営戦略の策定について、デー

タに基づく意思決定を支援していくことの重要性を提示した。さらに、その実現

に向けて、農機・機器・資材メーカ等は APIの実装部分を、研究機関や業界団体

は農業データプラットフォームを介した各種営農基盤情報や高度な分析機能を

提供し、農業データ利活用の発展を支えるビジョンを提示した。 

 

STEP2:成功に向けたステップ策定 

これまで検討してきた「データ連携で切り開かれる未来（将来像）」に対して、

現在はデータ駆動型農業の立ち上げ期にあることを踏まえ、立ち上げ期を乗り

越えるステップを策定した。 

立ち上げ期においては、農業者にデータ利活用の価値を幅広く認知してもらう

取組が重要であることから「大多数の農業者への成功体験の創出」をポイントに

定め、①先進的農業者がデータを手入力する等の苦労をしつつ、データ利活用の

効果を感じ始めているユースケース（先進的農業者が既に取り組んでいるユー

スケース）を大多数の農業者が簡便に実現できるようにオープン API の整備を

農業者視点での情報管理
データの生成者である農業者に対する情報保護を強化することで、データ駆動型農業の価値の源泉である営農データの蓄積を
促進させる。そのためには農協・集落営農・データ管理組織等による情報管理の取り組み強化が必要となる

農業経営へのデータ活用が可能な人材育成
データ連携が実現したとしても、経営にデータを活用できる農業経営者がいなければデータ活用ニーズは顕在化せずデータ駆動型
農業は実現しない。そのためデジタル人材としての農業経営層やデータ活用を支援する人材の育成が必要となる

ハード及びソフト面でのインターフェース標準化
メーカーの垣根を越えたデータ連携に向けて、ハード面及びソフト面でのインターフェースの標準化が必要となる

農業情報のセキュリティ担保
個人情報の匿名化など、農業者レベルでのセキュリティ確保だけでなく、社会全体でも情報漏えいや改ざんへの対応が必要となる

データ連携を進める上でのポイント

データ提供に対するメリットの提示
農業者のデータ提供を促すために、後継者世代へのノウハウ等の経営資産をデータとして円滑に引き継げる等のメリットを分かりや
すく伝える必要がある



 

33 

 

進めること、②データ利活用の効果を感じる農業者が一定規模に達すれば、デー

タ利活用が加速度的に進み、また農業者同士の連携により新たなユースケース

の創出を実現することを基本的な考えとして整理した。また、ユースケースを大

多数の農業者が手軽に実現できるように、ユースケースの普及を支える体制に

ついても設定した。 

 

図２－４）―１０ 成功までのステップ 

 

STEP3:取り組むべきユースケース及びデータ項目の特定 

前述の「早期の成功体験創出による農業者のデータ利用モチベーションの向上」

に資するユースケースとその実現に必要なデータ項目を選定した。優先的に取

り組むべきユースケースの選定に当たっては、ステップ２の①と②を基本的な

考え方とし、構成員へのヒアリング・意見集約を反復実施し、優先的に取り組む

べきユースケース８点、中長期的に取り組むべきユースケース３点を策定した。 

また、今後は関係者による自発的なユースケースの創出が必要となることを踏

まえ、これまでの将来像 WGの協議を振り返り、有望なユースケースの選定・作

り方に関する考え方を以下のとおり整理した。 

 

•先進的農業者がデータを手入力する等の苦労をしつつ、データ利活用の効果を感じているユースケース（先進的農業者が既に取り組んでいるユース
ケース）を大多数の農業者が簡便に実現できるよう、オープンAPIの整備を進める

• データ利活用の効果を感じる農業者が一定規模に達すれば、データ利活用が加速度的に進み、また農業者同士の連携により新たなユースケースの創
出を実現する

早期の成功体験創出による農業者の
データ利活用モチベーションの向上

取り組みの拡大による
農業者のデータ利活用水準を底上げ

さらなるデータ利活用の用途拡大により
農業経営効果の最大化

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
普
及

を
支
え
る
体
制

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
設
計

基
本
的
な

考
え
方

N/A

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
効
果

ユースケース実現までの難易度

N/A

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
効
果

ユースケース実現までの難易度

N/A

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
効
果

ユースケース実現までの難易度

• 「先進的農業者が既に取り組み、かつ早期
の実現が可能なユースケース」への取組により、
大多数の農業者への成功体験を創出

• データ利活用の効果を感じる農業者が増える
ことでデータ利活用に対するニーズや期待、市
場が拡大

• データの量・項目・共有範囲が拡大し、これ
まで実現できなかった経営効果の高いユース
ケースへの展開が実現

農業者のナレッジシェアの場及びデータ連携環境の共創の場を整備

学び合う段階 共創していく段階

成功までのステップ
データ利活用の価値を幅広く認知してもらうために、大多数の農業者への成功体験の創出を起点とし、

以後、データ利活用水準全体の底上げをしていくようにステップを設計する

•大多数の農業者に対しデータ利活用の価値やノウハウを伝える場を整備
 先進的農業者の既往の取り組みの中から早期に取り組むべきユー
スケースの価値やノウハウを横展開

•大多数の農業者が簡単にデータ連携のユースケースに取り組むための環
境を、メーカー側は協調して整備していく

※経済性が限定的であるため個社での取り組みには限度がある

•一定のデータ利活用水準に達した農業者同士が連携・協力することで
先進的農業者でも気づいていない新たなユースケース及び必要データ項
目が創出される

• メーカー側では新たなユースケースに対応したデータ連携・農機以外のデバ
イスとの連携・農業以外の分野との連携が促進され、データ連携基盤
が高度化していく
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図２－４）―１１ 将来像 WGでのユースケース選定結果 

 

【有望なユースケースの選定・作り方に関する考え方】 

 有望なユースケースを選定するための考え方として、「データ連携の手段の

広がり」と「データ連携のメリットの広がり」を明らかにすることが重要で

ある。「手段の広がり」は、これまでの議論の中心となっていた農機同士の

連携にとらわれない多様なデータ連携の可能性を整理する考え方である。他

方、「メリットの広がり」は、前述の将来像に基づき、作業の省力化だけで

なく、マネジメント層や経営層向け、さらには農業者以外への多様なメリッ

トを整理する考え方である。 

 

図２－４）―１２ 成功体験に資するユースケース選定の考え方 

ユースケースのとりまとめ結果

優先的に取り組むべきユースケース
①発生予察API、病虫害画像診断システムと連動した防除の集団
管理

②生育予測システムと連動した生育管理

④鳥獣被害発生記録と農地情報の紐づけによる管理の労力軽減

⑥水稲の春作業を計画的に行い、ムリ・ムラ・ムダ・ミスを削減する

⑧共同乾燥調製施設のデータによる経営改善

⑩他農業者のデータ共有・比較により産地の生産力・品質を向上

⑪稼働状況情報と経営情報の連携による作業や栽培計画の改善

⑫業務日誌を効率的に作成し、資材管理・労務管理を省力化する

中長期的に取り組むべきユースケース

⑤各種機器の連携による補助事業の申請簡素化

⑦穀物検査機器等のデータと米選別機の連動による品質・出荷量
の確保

⑨コメの栽培・品質情報を連携させることによる付加価値の向上

農業者・農業関係者ニーズが高く、技術的な実現可能性も高い

実現可能性は高いが、現時点でのニーズが低いため、
農業者・農業関係者のニーズを中長期的に高めていく

成功体験に資するユースケース選定の考え方

成功体験に資する
ユースケースの選定の

考え方

• これまでの議論の通り早期の成功体験に資するユースケースとは先進農業者が既に取り組んでいる
（＝農業者へのメリットが明確）ものがメインとなるが、今回の検討では先進農業者ですら取り組んでいないユースケース
も取り上げられた。これは農業者以外の担い手が必要としているユースケース（＝農業支援事業者へのメリットが明確）
と捉えることができる

• また上記のメリットを創出するデータ連携としてもドローン・作業機との連携や流通・小売との連携等、手段としてもいくつか
のパターンに分けられると考える

• そのため有望なユースケースを選定するためには「①データ連携の手段の広がり」 「②データ連携のメリットの広がり」を明ら
かにすることが重要である

①データ連携の
手段の広がり

（共有範囲の広がり）
• これまで議論の中心となっていた農機同士の連携に囚われない多様なデータ連携の可能性を
整理する

②データ連携の
メリットの広がり

（価値の訴求対象の広がり）
• データ連携で切り開かれる未来（将来像）に従い、作業の省力化だけでなくマネジメント・
経営向け、さらには農業者以外への多様なメリットを整理する

ユースケース選定の観点
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 「手段のひろがり」は、「データの共有範囲」の広がりとして定義し、個人

所有の機器連携からフードバリューチェーンの支援団体との情報連携まで

考えられる。共有範囲としては、①個別農業者内で所有する各種機器データ

を統合する等の一経営組織内における機器の連携、②同一産地や JA 部会等

の生産プロセス内の連携、③流通や小売業者等のフードバリューチェーンの

川下プレイヤーとの連携、④フードバリューチェーンを支援するプレイヤー

との連携といった 4段階が想定され、データ連携の手段によって創出される

価値が異なると考えられる。

図２－４）―１３ データの共有範囲の広がり 

図２－４）―１４ 共有範囲の広がりが生み出す価値① 

（機器間/生産プロセス内連携） 

 情報連機能及びデータアクセ
ス制御機能の対象をフードバ
リューチェーンの支援プレイヤー
まで拡張することが必要

....

....

....

 フードバリューチェーンに関わるプレイヤーが共
通的に活用可能な情報連携機能が必要

 農業者情報を外部へ公開するためのデータアクセス制御機能を
有するインフラ機能が必要

 営農管理システム及び営農管理の基盤情報（農地データ、統計データ等）や改善機能
を提供するインフラ機能が必要

手段としてのデータ連携の可能性 ①データ連携の
手段の広がり

機器の連携
（個別農業者での情報連携）

生産プロセス内の連携
（農業者間・資材メーカー等との連携）

FVC*1川下のプレイヤーとの連携
（流通・小売等との連携）

FVC*1を支援するプレイヤーとの連携
（保険・金融・行政等との連携）

*1: フードバリューチェーン

実現にあたっては関係行政機関も含めたルールメイキングが必要となる場合がある

データ連携の手段毎の価値（機器間連携/生産プロセス内連携）

機器の連携

：効率高
：効率低

• 農機、作業機、ドローン等、各メーカーの機器が保有する情報を一元
管理できるようになり、農業者は広大なほ場や分散しているほ場の管
理が可能になる

• また、メーカーでは機器間連携のための技術開発や多様な情報を管
理・分析するためのシステム開発が進む

農機

作業機 ドローン

農業者

農機メーカー・
ITベンダー

情報連携・一元管理・分析に向けた機器・システム開発

広大なほ場や分散しているほ場をまとめて管理

生産プロセス内の連携

• 農業者同士の連携によって、自身の経営の位置づけが把握可能とな
り、強みを生かした経営や弱みの改善等、営農の高度化が期待される

• 資材メーカーや営農指導組織との情報連携によって、生産プロセスにお
けるサービスの農業者個別最適化が可能となる

生産プロセスにおける各種サービスの個別最適化

営農指導組織

農業者A 農業者B
異なる機器の連携

自身の位置づけ（強み・弱み）を把握し、営農改善に繋げる

農業者同士・生産プロセス周辺メーカーとの連携

資材メーカー

品質B 品質A 品質C
収量10 収量5 収量15

個人に適した改善指導 個人に適した資材
営農指導組織 資材メーカー
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図２－４）―１５ 共有範囲の広がりが生み出す価値② 

（フードバリューチェーン（FVC）全体の連携） 

 「メリットの広がり」は、農業者の価値訴求を起点に、マネージャー・経営

者だけでなく、農業者からみた業務連携先も対象に価値訴求を展開する可能

性を展望することが重要である。 

 

図２－４）―１６ 価値訴求対象の広がり 

 そういったデータ連携の多様なニーズを鑑みると、ユースケース選定はマー

ケットインの視点で行うことが望ましいと考えられる。 

データ連携の手段毎の価値（FVC川下のプレイヤーとの連携/FVCを支援するプレイヤーとの連携）

FVC川下のプレイヤーとの連携
• 流通・小売等川下のプレイヤーとの情報連携では、生産サイドの情報
連携と消費サイドの情報連携が実現し、フードバリューチェーンを跨るプ
レイヤーへの価値訴求が可能となる

• 生産サイドの情報連携では、トレーサビリティによる農産品の付加価値
向上が期待できる

• 消費サイドの情報連携では、消費者ニーズに応えるような品種選定や
生産量調整などマーケットインの生産が実現する

FVCを支援するプレイヤーとの連携

• 保険・金融・行政等のバリューチェーンを支援する機関・団体との連携
では農業経営に必要なヒト・モノ・カネに関わる支援が迅速化・高度化
することで、事業の継続・拡大が期待できる

• この支援団体によるサポートは農業者向けのみならず、バリューチェーン
の主活動に関わる事業者を対象とするため、様々なプレイヤーへの価
値訴求が期待できる

トレーサビリティによる食品の付加価値の向上
（産地保証・物流環境保証・環境負荷等）

マーケットインでの生産
（品種選定・栽培時期調整・生産量調整等）

バリューチェーン支援団体との情報共有

農業経営の事業継続・拡大
（バリューチェーンに関わる事業者も同様のメリットを享受）

加工
流通

小売
消費

開発
生産

小売

生産

流通

消費

加工

開発

双方向の
情報連携に変わる

小売

生産

流通

消費

加工

開発

カネ

ヒト モノ

主活動支援活動

各レイヤーへの訴求価値

メリットとしての広がりの考え方 ②データ連携の
メリットの広がり

メリットの広がりの考え方

• これまでスマート農業が注力してきた作業の省力化は、足元の農業者ニーズが明確に存在するため優先的に検討する
べきだが、有望なユースケースを拡充させるためには、価値訴求対象を広げる必要がある

• データ連携の将来像を鑑み、農業経営高度化に向けてマネージャー・経営者を訴求対象に含める
• 経営レイヤーでは、自組織内に閉じた経営改善だけでなく、アライアンスを通じた共同事業をもって事業の継続性担保
や拡大を図る必要があり、アライアンス先である農業者以外の支援事業者への価値訴求も対象に含めていく

戦略

経営理念

マネジメント

オペレーション
作業者

マネージャー

経営者

自経営

アライアンス

価値訴求の対象

訴
求
対
象
の
広
が
り

• 自経営のみならずアライアンス先の支援事業者へ価値提供
を行うことで、ひいては農業者自身の価値として還元される

• 営農や関連する事業の経営において、計画が最適化され、
改善を通じて収益性向上を実現できる

• 足元だけでなく農場全体において、適地で適期に栽培管理
をコントロールでき、生産性向上を実現できる

• 農業者の足元の課題である省力化を実現できる
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図２－４）―１７ ユースケース選定のポイント 

以上の取組を総括し、「農業データ連携に関するこれまでの取組と今後の方向

性」、「ユースケース事例集」の２つの成果物を取りまとめた。 

 

成果物 

・ 農業データ連携に関するこれまでの取組と今後の方向性（３．２）に記載） 

・ ユースケース事例集 

 

５）シンポジウムの開催 

2022 年 10 月 24 日、農機業界全体の普及・啓発を目的に、本コンソーシアム構

成員の（一社）農業食料工学会が主催する農業機械部会・IT・メカトロニクス部

会合同シンポジウムにおいて「農業機械のデータ連携の将来像を考える」をテー

マに無料シンポジウムを開催した（対面・オンライン併用）。シンポジウムには

約 150 名が参加し、パネルディスカッションでは、日本農業データの利活用に

ついて活発に議論された。 

ユースケース策定のポイント

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
作
り
方
の
ス
テ
ッ
プ

①バリューチェーン全体に係る
プレイヤーのニーズ（メリット）の洗い出し ②ニーズに対応するデータ連携の仕組み策定 ③データ連携の体制・実現可能性の検討

• データ連携の「共有範囲」と「価値訴求の
対象」のひろがりに着目してフードバリュー
チェーン全体のニーズを洗い出していく

•①のニーズ（メリット）に対して、それを実
現するためのデータ連携の仕組みを検討

• メリット創出の源泉となるデータと、データを
メリットに繋げるための機能（データの連携
方法・分析方法等）を洗い出す

•②にて洗い出されたデータ及び機能を担
当する事業者を明らかにし、データ連携の
体制を検討していく

• さらに、データ収集や分析に関わる技術的
な観点やデータ連携に向けたデータ標準
化の観点からを実現可能性を検証する

 これまでの検討結果の通り、データ連携のニーズは農業経営のレイヤーやバリューチェーン全体に広がっているため、ニーズ起点でのユースケース策
定が望ましい（データ項目起点でのユースケース検討では多様なニーズを捉えきれない）

共
有
範
囲

価
値
の
訴
求
対
象

×

基
本
的
な

考
え
方

データ連携の仕組み

メリット データ機能

メリットを創出するためのデータ
及び機能（分析方法）等

機能・データのドメイン
ユーザー

管理 サービス アクセス制御

計測・制御

物理

農業者

農機メーカー

ITベンダー

農業者
組織

：データ ：機能
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図２－５）―１ シンポジウム概要 

 

図２－５）―２ シンポジウム出席者へのアンケート結果 

６）成果の普及活動 

上記シンポジウムの他、事務局の農研機構を中心に以下の活動を行った。 

 2022 年 6 月、前年度成果である農機 OpenAPI 仕様等の策定についてのプレ

スリリースを行い、前年度成果物を公開した。 

 2022年 9月、農業食料工学会誌 84巻 5号へ特集記事「農業機械・施設を対

（一社）農業食料工学会 農業機械部会・IT・メカトロニクス部会合同シンポジウム
「農業機械のデータ連携の将来像を考える」

日時：2022年10月24日(月) 13:00～17:00

会場：農研機構 農業機械研究部門

プログラム：
(1)基調講演

海外でのデータ利用の現状と課題、国内でのデータ活用の論点
(株)農林中金総合研究所 調査第一部 主任研究員 小田志保

(2)話題提供
全農におけるスマート農業の取り組み-Z-GIS・ザルビオフィールドマネージャーの紹介

全国農業協同組合連合会 耕種総合対策部 スマート農業推進課 課長代理 岡本雅至
2.5万人が使う農業日誌アプリ AGRIHUBが考える農業データ連携の未来

(株)Agrihub 代表取締役 伊藤彰一
農作業を中心とした世界のデータ連携・標準化の動向

有限責任監査法人トーマツ 農林水産ビジネス推進 マネージングディレクター 林 剛史
建設機械の自動自律化推進に向けた制御信号の共通化や自律施工技術基盤

(国研)土木研究所 先端技術チーム 専門研究員 遠藤大輔
施工時におけるデータ連携(API連携)に関する取組

国土技術政策総合研究所 社会資本施工高度化研究室 主任研究官 大槻 崇
(3)パネルディスカッション

農業機械のデータ連携の将来像

・本シンポジウムの内容は理解いただけましたか ・本シンポジウムの内容は満足いただけましたか

・あなたが実現したい、もしくは良いと考える農業の将来像について、
あてはまるものを全て選んでください

超省力・大規模生産を実現-
作物の能力を最大限に発揮-

きつい作業・危険な作業からの解放-
誰もが取り組みやすい農業を実現-

消費者・実需者に安心と信頼を提供-
高い生産性と両立する持続的生産体系への転換-

機械の電化・水素化等、資材のグリーン化-
地球にやさしいスーパー品種等の開発・普及-
農地・森林・海洋への炭素の長期・大量貯蔵-

小規模・家族経営生産者でも導入し、費用対効果を得られる基盤整備-
儲かる農業-

限られた農地資源から、可能な限り効率的・持続的に農業生産を確保する-

格外品や豊作時の廃棄を無くす-

32.8%

59.0%

39.3%

42.6%

13.1%
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象としたデータ連携の推進と環境整備に関する取り組み」を編さん・執筆し

た。 

 2023年 3月、農業食料工学会誌 85巻 2号へ特集記事「日本農業のデータ連

携の将来像を考える」を編さん・執筆した。 

 コンソーシアムの活動や成果物を公表する農機 API 共通化コンソーシアム

のウェブサイトへ構成員による農機 OpenAPI の WAGRI への実装状況や事業

検討委員会の資料を随時公開した。 

 WAGRIのウェブサイトで農機 APIの構想を紹介するウェブページを立ち上げ

た。 
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３．今後の取組方針 

１）オープン API整備、WAGRI への実装計画 

 企業の経営戦略にも関わる秘匿性の高い情報であるため、非公開とする。 

２）データ連携の将来展望 

次頁の通りである。 
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農業データ連携に関するこれまでの取組と今後の方向性 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 

農機 API共通化コンソーシアム  

将 来 像 Ｗ Ｇ 

 

 

【これまでの活動経緯】 

 

１ 農業者の高齢化や労働力不足に対応しつつ、生産性の向上を目指す上で、

ICT・ロボット等を活用したスマート農業の重要性が増しており、作業の自動

化や省力化はもとより、農業データの活用による効率的な農業経営や技術継

承の円滑化などの効果が期待されている。 

 

２ また、スマート農業の普及に伴い、農業の現場からは、メーカーの垣根を越

えた様々な農機・機器のデータ連携を通じた、一元的なデータ管理・分析と農

業経営への活用に対するニーズが高まっている。 

 

３ このため、農林水産省は、農機メーカー、ICTベンダー、農業者、学識経験

者が参画する検討会を設置し、異なる農機・システムが取得するデータの連携

に向けたルールづくりに向けた検討を行い、令和３年２月には「農業分野にお

けるオープン API整備に関するガイドライン ver1.0」を策定した。 

 

４ このような背景の下、農林水産省の「みどりの食料システム戦略実現技術開

発・実証事業費補助金等のうちスマート農業の総合推進対策のうち農林水産

データ管理・活用基盤強化事業」では、農業データを連携・共有するための環

境整備を支援することでデータを活用した農業を推進することとなった。 

 

５ そこで、農研機構では、「農業情報創成・流通促進戦略に係る標準化ロード

マップ」（令和２年５月官民データ活用推進基本計画実行委員会報告）、「農業

分野におけるオープン API整備に関するガイドライン」（令和３年２月農林水

産省策定）及び「農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン」

（令和２年３月農林水産省策定）の趣旨を踏まえつつ、農業分野でのデータ連

携を推進するため、農機・機器メーカー、ICTベンダー、業界団体、研究機関

等からなる、農機 API 共通化コンソーシアム（以下「コンソーシアム」とい

う。）を令和３年４月 20日に設立した。 
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６ コンソーシアムでは、ほ場農業機械、穀物乾燥調製施設及び施設園芸機器の

３分野について、専門的な立場から以下の項目を実施している。 

① 農業機械等から得られるデータを連携・共有するための協調データ項目の

特定・拡大とデータ形式の標準化 

② APIの標準的な仕様の整備と設計 

③ APIの農機・機器メーカーシステム及び農業データ連携基盤（WAGRI）への

実装 

④ データ連携の検証 

⑤ データの利用権限等取扱いルールの策定 

⑥ データ連携のあるべき姿の検討・提示 

 

７ ６の①から⑤については、コンソーシアムに「ほ場農業機械 WG」「穀物乾燥

調製施設 WG」「施設園芸機器 WG」を設置して分野ごとに検討を進め、ほ場農業

機械、穀物循環式乾燥機、施設園芸機器（環境データ）のＡＰＩの標準的な仕

様（以下「標準 API仕様」という）が定められるなどの成果が得られている。 

 

８ ６の⑥については、「農業データ連携将来像検討 WG」（以下、「将来像 WG」と

いう。）を設置し、「データ連携で切り開かれる未来（将来像）」、「成功に向け

たステップ（ロードマップ）」「ユースケース」を検討整理した。 

 

９ ユースケースの検討は、以下の考えを基本として行った。 

① 先進的農業者がデータを手入力する等の苦労をしつつ、データ利活用の効

果を感じ始めているユースケース（先進的農業者が既に取り組んでいるユ

ースケース）を大多数の農業者が簡便に実現できるよう、オープン APIの

整備を進める。 

② データ利活用の効果を感じる農業者が一定規模に達すれば、データ利活用

が加速度的に進み、また農業者同士の連携により新たなユースケースの創

出を実現する。 
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【今後の取組に向けた期待】 

 

 今後、農機・機器メーカー、ICTベンダー、業界団体、研究機関、農林水産省

等が、将来像 WGで合意した「データ連携で切り開かれる未来（将来像）」の早

期の実現に向けて、以下の関連も含め、密接な連携協力の下で取組を加速させ

ることを期待する。 

 

 

行政サイドへの期待 

 

（１）ほ場農業機械、穀物乾燥調製施設、施設園芸機器等のデータ拡充の活動継

続及び将来像 WGの結論を踏まえて実施する機器間データ連携推進活動へ

の支援 

 

（２）標準 API仕様の普及促進 

 

（３）「農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン」（以下「デー

タ契約 GL」という）の一層の周知 

 

企業・団体・学術研究サイドへの期待 

 

（４）ほ場農業機械、穀物乾燥調製施設、施設園芸機器等のデータ拡充活動及び

R4 年度の将来像 WG の結論を踏まえて実施する機器間データ連携推進活

動の具体的内容の検討・実施・協力 

 

（５）標準 API仕様のさらなる拡大 

 

※ （４）及び（５）に係るコンソーシアムの今後の活動方針は別紙のとおり 

 

― 以上 ― 

  



 

44 

 

（別紙）今後の活動方針 

 

農作業の記録につながる機械・機器のデータは、データ利活用の基本かつ実現

に不可欠な要素である。農機 API 共通化コンソーシアム（以下「コンソーシア

ム」という。）は、以下の活動を通じて農機 OpenAPI仕様のデファクト化に取り

組む。 

 

１．環境整備  

コンソーシアムの事務局は、以下、１）～３）の取組を主導する。 

１）農機 OpenAPI仕様の拡充 

ユースケースで示すデータ項目・機器に関する API 仕様の拡充に取り組む。  

なお、当面は、以下のデータ項目・機器に優先的に取り組む。 

 ほ場農業機械の詳細稼働データの拡充 

 作業機の稼働データの取得 

 穀物検査機器データの拡充 

 分析・解析系 APIに要するデータの取得 

 

２）農機 OpenAPI仕様同士の連携 

トレーサビリティの向上につながる以下の項目に優先的に取り組む。 

 生産物の流れを意識した収量・品質データのほ場・施設間の接続仕様 

 

３）仕様の標準化プロセスの体系化と維持管理の運営体制 

コンソーシアムの構成員が自発的に API の仕様を提案し、提案に基づいて

仕様を協議・策定できるよう、標準化プロセスのルール整備及び仕様の維持管

理を行う。取組に当たっては、以下に留意する。 

 農業機械分野の国際標準との整合に関する議論を行う場を設けるこ

と 

 各 API の適用範囲とライフサイクルを踏まえ、関係者が自律的かつ

継続的に仕様の維持管理に取り組める運営体制について、業界団体

と共に検討すること 
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２．実証  

コンソーシアムの構成員は、農機 OpenAPI を活用し、ユースケースの実現や

新たに必要とされるユースケースを立案する等、生産現場等での成功事例の創

出に取り組む。また、農機 OpenAPI の適応性を評価し、必要に応じて仕様の拡

充・見直しに繋げる。 

コンソーシアムの事務局は、実証の対外的な発信等、構成員の取組を支援す

る。 

 

３．農機 OpenAPI仕様のデファクト化への理解醸成  

コンソーシアムの事務局及び構成員は、農業でのデータ連携の成功事例創出

のため、農業機械・機器のデータを扱う API の利用又は API の実装のいずれの

場面においても、農機 OpenAPI 仕様を第一選択肢として検討するよう関係者の

理解の醸成に努める。 

 

― 以上 ― 
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４．用語の定義 

本報告書において用いる主要な用語の説明等は、以下の通りである。  

用語  説明等  

API ア プ リ ケ ー シ ョ ン プ ロ グ ラ ミ ン グ イ ン タ フ ェ ー ス

(Application Programming Interface)の略で、ソフトウェア

機能の一部をインターフェースとして公開し、他のソフトウェ

アと機能を共有できるようにするものである。今回の取組で

は、農業者が使用している農機や営農管理ソフトのメーカーに

縛られることなく、データを一元的に扱うことを可能とするた

めに、APIがデータの橋渡し的な役割を果たす。 

オープン API API提供事業者が、自社システムへの接続仕様（API）を外部に

公開し、一定の条件の下、連携のためのアクセスを可能とする

仕組みをいう。 

API提供事業者 農業用機械等を農業者に提供・販売する者であり、オープンAPI

を整備し、農業者の指図によって、農業用機械等から得られた

当該農業者のデータを利用事業者へ提供する者を指す。 

API利用事業者 API提供事業者と API 接続する ICTベンダー等の事業者。機

械提供事業者が営農管理ソフトを運営する場合も利用事業者

となり得る。 

農業者 農業を営む者（農業法人や集落営農（集落を単位として、農業

生産過程の全部又は一部について共同で取り組む組織）を含

む。）をいう。 

農機データ ほ場農業機械、穀物乾燥調製施設、施設園芸機器等の農機・機

器から得られる各種データ。 

営農管理情報シ

ステム（FMIS） 

農業者の営農データを記録・管理するシステム及びアプリケー

ションサービスをいう。FMIS：Farm Management Information 

System。 
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農業分野におけ

るオープン API

整備に関するガ

イドライン 

農機メーカー、ICTベンダー、農業者、学識経験者、研究機関

の各委員が参画する「農業分野におけるオープン API整備に向

けた検討会」での議論を踏まえて、APIによるデータ連携の実

現に伴う論点を整理し、これらに対する基本的考え方を整理し

たものである。 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/openapi.html 

農業分野におけ

る AI・データに

関する契約ガイ

ドライン 

農業分野におけるデータ利活用の促進、それを通じた生産性向

上や品質の向上を実現するため、農林水産省が、農業者が安心

してデータを提供できるルールをまとめたものである。 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html 

WAGRI 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構が運営する

農業データ連携基盤であり、官民のデータの連携・共有・提供

機能を有する農業データプラットフォームをいう。各事業者が

APIを提供することが可能である。 

https://wagri.naro.go.jp/ 

農業データプラ

ットフォーム 

営農管理システムへ、様々な営農に関する基盤情報（農地デー

タ、統計データ等）や改善機能を提供する情報基盤をいう。

WAGRI等が該当する。 

フードバリュー

チェーン 

農林水産物や食品の生産から消費までの流通工程において発

生する付加価値の繋がりをいう。 

 

  

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/openapi.html
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html
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５．活動記録 

１）全体活動記録 

事業検討委員会は３回、WG の会合について、WG1、WG2 は各６回、WG3 は５回会

合を開催した。開催日程は以下のとおりである。 

 

表５－１）―１ 活動記録 

種別 会議内容 開催日（方法） 

事業検討委員会 

第1回 キックオフ会議 令和４年６月 29 日 

(オンライン) 

第2回 中間報告会 令和４年１０月２５日 

(オンライン、実地) 

第3回 最終報告会 令和５年３月６日 

(オンライン) 

将来像WG 

第1回 認識共有と各機関への作業指

示 

令和４年１０月３日 

(オンライン) 

第2回 あるべき姿の策定及びロード

マップの調査方針の共有 

令和４年１１月１０日 

(オンライン) 

第3回 ロードマップの検討及びデー

タ連携項目の特定の方針共有 

令和４年１２月１６日 

(オンライン) 

第4回 取り組むべきユースケース及

びデータ項目の確認 

令和５年２月１７日 

(オンライン) 

WG1 

第1回 認識共有及びAPI仕様の課題、

整理方針の検討 

令和４年７月２６日 

(オンライン) 

第2回 API仕様に盛り込むデータ要

素の検討及び有効性検証の進捗報告 

令和４年９月２８日 

(オンライン) 

第3回 標準API 仕様案の報告及び有

効性検証の準備状況の報告 

令和４年 10月 21日 

(オンライン) 

第4回 API仕様の承認及び接続検証

の準備状況の報告 

令和５年１月 24日 

(オンライン) 

第5回 API接続検証の進捗報告及び

有効性検証の結果報告 

令和５年２月 22日 

(オンライン) 
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WG2 

第1回 認識共有及び乾燥機のAPI方

針協議、検査機器のユースケース設定 

令和４年８月１日 

(オンライン) 

第2回 APIの有効性検証の進捗報告

及び仕様策定方針の検討 

令和４年９月 29日 

(オンライン) 

第3回 検査機器のAPI仕様案の報告

及び接続検証の方針協議 

令和 4年 10月 20日 

(オンライン) 

第4回 API仕様の最終確認及び接続

検証の準備状況の報告 

令和５年１月 31日 

(オンライン) 

第5回 API仕様の検討及び有効性検

証の結果報告 

令和５年２月 24日 

(オンライン) 

WG3 

第1回 認識共有及びAPI仕様の課題、

整理方針の検討 

令和４年８月３日 

(オンライン) 

第2回 API仕様の検討及び接続検証

の進捗報告 

令和４年９月 27日 

(オンライン) 

第3回 API仕様の検討及び接続検証

の進捗報告 

令和４年 10月 27日 

(オンライン) 

第4回 API仕様の承認及び接続検証

の進捗報告 

令和５年１月 26日 

(オンライン) 

第 5回 API の接続検証及び生産者

の意識調査の進捗報告 

令和５年 2月 28日 

(オンライン) 

２）事業検討委員会 

第１回：キックオフ会議 

議事次第 

１）開会 

２）委員紹介・委員長の選任 

３）全体計画 

４）各ＷＧの計画説明 

①ＷＧ１ 

②ＷＧ２ 

③ＷＧ３ 

④将来像ＷＧ 

５）その他 

６）閉会 

議事概要 
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 令和４年度事業のキックオフ会議となる事業検討委員会を開催。出席者 96名。令和４

年度の事業検討委員長に澁澤委員を選任。 

 議事次第に沿って、コンソーシアム事務局（農機研）より本事業の推進体制、具体的

な推進方針及び年度末の成果目標等について説明。その後、WG1～3の進行管理役より 

WG ごとの推進体制及び活動計画、令和４年度に新たに設置した将来像 WGの策定背景

と今後の活動方針を説明し、承認。 

 委員からは、WG1 と WG2 は同じ水稲作を対象に別々の経営体を対象に実証していくと

のことであるが、今後の利用体系を踏まえて十分に意見交換をしながら進めるべき、

WG3 は現場ニーズや生産者の意見を重視しながら進めるべき、将来像 WGは、考え方と

して今の WG1～3までの間で横串をさして進めた方が良い等の助言。 

 事務局からは、本委員会での議論は各 WG での活動に可能な限り反映させる方針であ

ること、１年と短い期間ではあるが WG 間で情報を共有して連携して進めていく旨を

伝達。最後に、前年度取りまとめた農機 OpenAPI仕様に沿った APIがコンソ構成員か

ら WAGRI に実装されたことの紹介、第 2 回事業検討委員会（中間取りまとめ）の開催

日程調整（10月 25日（火））を行った後、閉会。 

 

第２回：中間報告会 

議事次第 

１）開 会 

２）各ワーキンググループの進捗状況報告・成果  

①ＷＧ１ 

②ＷＧ２ 

③ＷＧ３ 

④将来像ＷＧ 

３）コンソ全体としての取組の進捗状況報告・成果  

①接続検証の準備状況について 

②成果物の公表について 

４）その他 

５）閉会 

議事概要 

 中間報告の会議となる事業検討委員会第 2回会合を開催。参加者は約 50名。 

 各ワーキンググループの進捗状況、今後のスケジュールについて、各ワーキンググル

ープの座長及び進行管理役より報告し、承認。 

 コンソーシアム全体としての取組として接続検証の準備状況、成果物の公表方針につ

いて事務局より報告し、承認。 
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 次回会合は 2023 年 2月末を予定。 

 

第３回：事業最終報告会 

議事次第 

１）開会 

２）令和４年度事業全体概要報告 

３）協調データ項目の特定、標準仕様案の充実改訂 

①ＷＧ１ 

②ＷＧ２ 

③ＷＧ３ 

４）接続検証及び生産現場での有効性検証の状況報告 

５）データ連携の将来像の検討 

６）成果報告書の構成と成果物の公表方法 

７）その他 

８）閉会 

議事概要 

 開催に当たり、澁澤委員長より、本事業では生産者の目線に立ち、機種、職種、事業

体の壁を越えてオープン API の実装を業界の課題として取り組んできたこと、本取組

は農業機械業界が先鞭をつけているが、今後急速に周辺分野へ波及すると考えられる

ため、優先的な実行を期待したい旨を伝達。 

 議事次第に沿って以下の報告・説明を実施。 

 コンソ事務局(農機研)：令和４年度事業全体概要報告 

 各 WG座長・進行管理役：協調データ項目の特定、標準仕様案の充実改訂の報告 

 コンソ事務局：接続検証及び生産現場での有効性の検証 

 デロイト担当者、コンソ事務局：データ連携の将来像の検討と結果取りまとめ 

 コンソ事務局：令和 4年度 成果報告書の成果報告書の構成と成果物の公表方法 

 事業検討委員からは、「今後は WG 横断的なデータ連携実証が必要と考える。本活動の

取組継続に期待する」、「機械データの活用により計画進捗率の把握や耕作状況の担保

などができれば、今後の大規模化には非常に有用であり、農作業データを記録する価

値・メリットを明確化できると考える」等の講評を受けた。 

３）将来像 WG 

第１回会合 

議事次第 
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１）開会 

２）挨拶 

３）設置要領・出席者紹介 

４）将来像 WG の進め方について 

５）ヒアリングの協力依頼 

６）農業食料工学会シンポジウムの案内 

７）その他 

８）閉会 

議事概要 

 議事概要 

 将来像 WG第 1回会合を開催。参加者は 70名（オブザーバ参加含む）程度。 

 将来像 WG の進め方について DTC より提示し協議。次回会合では先行事例調査やヒア

リング調査を踏まえたうえで、将来像のたたき台を提示する旨を共有。 

 将来像仮説及び仮説検証・具体化に向けたヒアリング設計について提示。10/10 週以

降でヒアリングを実施する旨を共有。 

 

第２回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）出席者紹介 

４）第１回会合概要報告 

５）STEP１：あるべき姿の策定 

①検討アプローチ振り返り 

②データ連携のあるべき姿（初版） 

③各種調査結果取りまとめ 

６）STEP２：ロードマップ策定の調査方針（案） 

７）その他 

８）閉会 

議事概要 

 将来像 WG第２回会合を開催。参加者は 80名（オブザーバ参加含む）程度。 

 STEP1あるべき姿の策定について、DTCより主要成果物の初版を中心に説明後、座長進

行のもとで参加者との意見交換を実施。本会合における各社コメントを反映したうえ

で、STEP2の検討を進めていく。 

 STEP2 ロードマップ策定の調査方針について、データ連携のあるべき姿を実現してい
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くためのロードマップの策定方針について説明。次回会合において検討内容を提示 

 

第３回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）出席者紹介 

４）第二回会合概要報告 

５）データ連携で切り開かれる未来（将来像）について最終稿のご報告 

６）成功に向けたステップ案（ロードマップ）のご説明と討議 

７）NextStep（取り組むべきデータ項目の特定）に向けた考え方のご紹介 

８）その他 

９）閉会 

議事概要 

 将来像 WG第３回会合を開催。参加者は 68名（オブザーバ参加含む）程度。 

 STEP1「あるべき姿の策定」について、DTCより主要成果物の最終稿を説明。参加者か

らの特段のコメントはなし。最終稿を順次取りまとめた上 STEP1を完了とする。 

 STEP2「成功に向けたステップ策定に」ついて、DTCより主要成果物の初稿を説明後、

座長進行のもとで参加者の意見交換を実施。ステップ論としてはおおむね合意を得た

が、具体的に初期に設定するユースケースの重要性を共有。各社コメントを反映した

修正版を次回会合までに作成し、STEP3の検討へと進めていくことに合意を得た。 

 STEP3「データ連携項目の特定」について、DTCよりデータ連携項目特定の方針につい

て説明。次回会合の前にサイボウズでユースケースとユースケースに紐付くデータ項

目案を提示して協議を行い、次回会合において定稿版を提示する。 

 

第４回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）出席者紹介 

４）第３回会合概要報告 

５）STEP３：取り組むべきユースケース及びデータ項目の特定 

①STEP１・２を踏まえた検討の経緯 

②ユースケースの選定結果 

③ユースケース選定の考え方・ポイント 
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６）結論：将来像 WG からの提案 

７）その他 

８）閉会 

議事概要 

 将来像 WG第 4回会合を開催。参加者は 82名（オブザーバ参加含む）。 

 STEP３「取り組むべきユースケース及びデータ項目の特定」について、DTC より主要

成果物の初稿を説明し、座長進行の下で参加者の意見交換を実施。選定されたユース

ケースについておおむね合意を得られた。ただし、ユースケースの実行を想定した場

合には、費用対効果の検討、作業者へメリットを提示する必要性等についてコメント

が挙がった。また、今後関係者が自身で有望なユースケースを選定する際に着目すべ

き観点について DTC より提案をし、おおむね合意を得られた。以上の合意を持って、

最終稿として確定。 

 「将来像 WG からの提案」について、API 共通化コンソーシアム事務局より説明後、座

長進行のもと、参加者の意見交換を実施。提案内容についてはおおむね合意を得られ

たものの、提案先の対象範囲や表現等について精査が必要との意見。指摘を踏まえて

精査した修正版を最終稿とする。 

 

４）WG1（ほ場農業機械） 

第１回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶  

３）メンバー紹介  

４）報告事項  

①第１回事業検討委員会の概要報告  

５）検討事項 

①Ｒ４年度の実施計画  

（１）農機 OpenAPI（R3 年度）の拡充 

・収穫情報に関する標準 API 仕様の策定  

・農機 OpenAPI（R3 年度）の改良 

（２）現場における有効性の検証 

・実証地の選定と準備状況 

（３）年間計画  

②仕様書及び実装の手引き 
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（１）農機 OpenAPI 仕様書の更新（1.00 -> 1.0.1）について 

（２）農機 OpenAPI 実装の手引きについて 

６）その他

７）閉会

議事概要 

 WG1（ほ場農業機械）の第１回会合を開催。参加者は 47 名（オブザーバ含む）。

 6 月 29 日に開催された事業検討委員会において、全体計画、新たに設置される将

来像 WG を含む各 WG の計画について承認された旨を報告。また、WG1 に関しては

計画説明に対し寄せられた意見や質疑事項の概要を説明し、認識を共有。

 R4 年度の WG1 の計画には、「API の仕様改訂と接続検証」及び「生産現場での有効

性の検証」の２本の柱があることを説明。

 API の仕様改訂については、収穫情報を対象にデータ粒度の異なる３つの考え方を

提示し、農機メーカー各社の意向を確認。また、メーカーごとに対応できる方式が

異なることを再確認するとともに、想定していた以外の考え方で収穫データを取得

しているメーカーが存在することが判明。委員からは、考え方１～３の仕様をバラ

バラに作成するのではなく、考え方１～３を包含した仕様群として定義することが

望ましいとの意見。

 仕様の対応機種をドローンにまで広げる検討方針や年間計画については異論なし。

第２回会合 

議事次第 

１）開会

２）挨拶

３）検討事項

①農機 OpenAPI（R3 年度）の拡充 収穫情報に関する標準 API 仕様の策定

（１）農機メーカー４社の収穫情報への対応について

（２）収穫情報 API の考え方について

４）報告事項

①現場における有効性の検証について 進捗状況の報告

②ドローン（防除用）の API 対応に向けた検討について 経過報告

５）今後の予定

６）その他

７）閉会

議事概要 

 WG1（ほ場農業機械）第二回会合を開催。参加者は 48名（オブザーバ参加含む）。
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 収穫情報に関する標準 API 仕様の策定に向け、これまでの検討の経緯、農機メーカー

４社の対応方針に関する聞き取り調査結果を報告。 

 収穫情報 API の考え方について事前検討結果を説明し議論。基本方針として、Yield リ

ソースの構造と考え方及び先行的に仕様を策定すること、Field リソースについては

継続的に検討を行うことで合意した。 

 収穫情報 API に係る以下の点について合意した。 

 収穫量データと品質データを同タイミングで返せない場合の対応方法は「品質データ

とリソース IDの両方を含める方法（資料記載の「案２」）」とすること 

 fresh_yieldsや dry_matter_yieldsに関連する質量や容積等の単位は追加の方向で検

討すること 

 エンドポイントの URL におけるバージョン表記の更新はコンソーシアム全体での統一

を前提に検討することで合意した。 

 現場における有効性の検証について現地農場（２か所）における進捗状況を報告。 

 ドローン（防除用）の API 対応に向けた検討について農林水産航空協会へのヒアリン

グ結果を報告。今後、会員企業との意見交換を予定。 

 次回会合は 10/20or21に実施予定。 

 

第３回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）検討事項  

①農機 OpenAPI（R3 年度）の拡充 

・収穫情報に関する標準 API 仕様案について  

・ほ場情報のデータ構造について 

②接続検証の実施について 

③生産現場での有効性の検証について 

④第２回事業検討委員会の進捗報告資料の確認 

４）今後の予定 

５）その他 

６）閉会 

議事概要 

 WG1（ほ場農業機械）第三回会合を開催。約 40名（オブザーバ参加含む）が参加。 

 収穫情報に関する標準 API 仕様案について、提示したデータ構造を基づき Swaggerを

作成することで合意。 
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 ほ場情報のデータ構造については、合意した内容に基づき次回会合において仕様案を

提示する予定。 

 エンドポイントの URL におけるバージョン表記については引き続き検討を継続。 

 現場における有効性の検証について現地農場（２か所）における進捗状況を報告。 

 次回会合は 12～1月に実施予定。 

 

第４回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）検討事項 

①農機 OpenAPI（R3年度）の拡充 

（１）収穫とほ場の情報を追加した API 仕様 

②接続検証の実施方法及び進捗・準備状況  

（１）接続検証アプリの準備状況等 

（２）接続検証の実施方法及び参考情報 

（３）接続検証準備状況 

③生産現場での有効性検証の準備状況 

（１）概要（農機研） 

（２）準備及び進捗状況（２社より） 

④ドローンメーカとの意見交換について  

（１）概要報告（農機研） 

４）今後の予定 

５）その他 

６）閉会 

議事概要 

 WG1（ほ場農業機械）第四回会合を開催。参加者は 45名程度（オブザーバ参加含む）。 

 収穫情報とほ場情報とを含む標準 API 仕様について、本会合での意見収集を以て、標

準 API仕様を確定することで合意した。 

 接続検証の準備状況について各社よりご報告。現在の進捗に問題は無かった。 

 生産現場における有効性の検証について進捗状況や課題を報告。API 呼び出し時に日

時を指定するクエリ文字列の書式指定等について会合後に検討することとした。 

 第５回会合は、2月 21日又は 22日の実施に向けて日程調整を行う。 
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第５回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）検討事項  

①進捗状況の報告  

（１）API 仕様の拡充及び修正  

（２）接続検証の準備状況  

①生産現場での有効性検証の結果報告  

②第３回事業検討委員会資料の確認  

③次年度以降の活動方針の検討 

４）今後の予定 

５）その他 

６）閉会 

議事概要 

 WG1（ほ場農業機械）第５回会合を開催。参加者は 50名（オブザーバ参加含む）。 

 API の仕様において、課題であったクエリ文字列の指定方法を明確化するように修正

する旨を説明。接続検証の準備状況については前回の報告から変更なし。 

 生産現場での有効性検証について、各社より結果を報告。ウォーターセルの実証にお

いては問題なく農機の稼働データを取得できたが、一部の情報表示が未実装であるこ

とが報告された。クボタの実証においては問題なく農機の稼働データを取得できたこ

とが報告された。 

 第３回事業検討委員会資料について説明。生産現場での有効性検証について、クボタ

の実施内容の追記を検討することとなった。 

 次年度以降の活動方針について説明。車両本機の詳細稼働情報に加えて作業機の稼働

情報について仕様の拡充を検討すること、農機メーカー、ICＴベンダー、生産者等か

ら構成されるグループでデータ連携の現地実証を実施する方針を説明。現地実証グル

ープの募集については 3月上旬にアナウンスする予定であることを説明。 

５）WG2（穀物乾燥調製施設） 

第１回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）出席者確認・ご紹介 
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４）報告事項 

①第１回事業検討委員会の開催結果報告 

５）協議事項 

①穀物循環式乾燥機 

（１）現在状態の監視 

（２）乾燥機（機体）の詳細仕様 

（３）接続検証 

②穀物検査機器 

（１）ユースケース 

（２）API の開発方針 

（３）接続検証 

③API の有効性検証のための現地実証 

④WG 間共通連絡事項 

（１）Redoc による農機 OpenAPI 仕様書の作成 

（２）農機 OpenAPI 実装の手引き 

６）その他 

７）閉会 

議事概要 

 WG2（穀物乾燥調製施設）のキックオフとなる第１回会合を開催。参加者は 58 名（オ

ブザーバ参加含む）。WG2 の検討体制について、令和４年度より新たに(株)日立ソリュ

ーションズ、(株)ケツト科学研究所が参画。 

 穀物循環式乾燥機（以下、乾燥機）の API 仕様におけるエラー情報（caution_code）

の取扱いについて事務局より複数案を提示して協議。また、乾燥機を対象とした接続

検証の時期及び方法を提示。 

 令和４年度に新たに検討する穀物検査機器（以下検査機器）について、ユースケース

や必要な API の機能等を協議。検査機器は様々な利用場面があることを前提にしつ

つ、ユースケースは「検査装置の所有者が自身の様々なデータを一元管理するために

API を使う」場面を設定。また、「デバイスからの生データ」のみならず、「検査機器

を制御するソフトウェアで管理・保存可能なデータ」を含む範囲を検討対象とする。 

 乾燥機の農機 OpenAPI の有効性検証を目的とした実証の準備状況を報告。 

 次回第２回は８月下旬～９月上中旬までに開催予定。 

 

第２回会合 

議事次第 

１）開会 
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２）挨拶 

３）出席者確認 

４）報告事項 

①第１回会合の概要確認 

５）協議事項 

①穀物循環式乾燥機 

②APIの有効性検証のための現地実証 

③穀物検査機器 

６）その他 

７）閉会 

議事概要 

 WG2（穀物乾燥調製施設）第２回会合を開催。参加者は 47名（オブザーバ参加含む）。

第２回会合より、デロイトトーマツコンサルティング合同会社が参加すること、今回

は（株）農林中金総合研究所にオブザーバー出席をお願いした旨を報告。 

 穀物循環乾燥機の API 仕様におけるエラー情報の取り扱いについて事務局より提示し

協議。エラーコード以外のエラー情報（内容・処置等）をエンドユーザに提供するの

は API 利用事業者が担う役割分担とし、具体的な方法は API 提供者・利用者間の個社

協議に委ねることで決定。 

 API の有効性検証のための現地実証については、実証の進捗状況を報告。 

 穀物検査機器について、APIの仕様策定に向けた考え方とリソース設計について協議。

個別機器データに関する標準 APIは、(1)検査機器共通の標準 APIを作ること（機器ご

とに細分化しない）、(2)機器情報（Device）と検査結果（名称未確定）の２つをリソ

ースと定めて設計すること、(3)検査結果のリソース中の計測項目名はレスポンスで返

却すること、(4)APIの仕様作成と同時並行で、検査機器で計測可能な項目を標準化し

た「項目整理表」を作成すること、(5)計測項目ごとに機械鑑定項目が識別できるフラ

グを設けること、を基本方針とした。また、各種機器からの計測データを統合管理す

るソフトウェアを対象に、当該ソフトウェアが記録・保存するデータを出力する API

は、その位置付けや役割について整理が不十分であったため、事務局を中心に再検討

の後、次回会合にて再度提示することとした。 

 次回会合は、10/20,21のいずれかを予定。 

 

第３回会合 

議事次第 

１）開 会 

２）挨 拶 
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３）出席者確認 

４）報告事項 

①第２回会合の概要確認 

５）協議事項 

①穀物検査機器のデータ項目整理表 

②穀物検査機器の API 仕様（案）の提示 

③接続検証 

④第２回事業検討委員会の説明資料（事前共有） 

６）その他 

７）閉会 

議事概要 

 WG2（穀物乾燥調製施設）第 3 回会合を開催。参加者は 40 名程度（オブザーバ参加含

む）。 

 穀物検査機器のデータ項目整理表について、電気抵抗式単粒水分計において反復回数

を追加する方向で合意。成分分析計のデータ項目のタンパク質について玄米タンパク

なのか精米タンパクなのか表示名については引き続き協議。また、生産現場からの要

望が強いと見込まれる項目についても個別に各社において協議 

 穀物検査機器の API 仕様（案）の提示について、引き続き協議を実施し年度内の接続

検証スケジュールを踏まえ 11月中に API仕様を固める方向で進める予定 

 接続検証について、下記のスケジュールで検討を進める 

 年内に API仕様の策定及び農機メーカーによる実装、農研機構による接続検証アプ

リ・農機 API 提供ポータルの開発を行う予定 

 2023年 1～2月に基本試験の実施を想定しており、乾燥機は準備が完了しているた

めメーカーから連絡が来次第実施し、穀物検査機器は仕様策定後に実施する予定 

 2023 年 3 月末までに総合試験の実施を想定しており、アプリ開発が終了次第実施

する予定 

 次回会合は、12月を予定 

 

第４回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）出席者確認 

４）報告事項 

①第３回会合の概要確認 
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５）協議事項 

①穀物検査機器の API 仕様の最終確認 

②穀物検査機器のデータ連携に関する補足資料の要否協議 

③接続検証に向けた準備・整理 

④接続検証に関する各社の取組状況 

（１）穀物循環式乾燥機 

（２）穀物検査機器 

６）その他 

７）閉会 

議事概要 

 WG2（穀物乾燥調製施設）第 4 回会合を開催。参加者は 45 名程度（オブザーバ参加含

む）。 

 穀物検査機器の API 仕様について、事務局側で date_time の方針決定、typo チェッ

ク、PHP サンプルコード追記を実施することを前提に最終版として合意した。 

 穀物検査機器のデータ連携に関する補足資料の要否について、会合での意見を踏まえ

た上で是非を含めて引き続き検討を進める。 

 穀物乾燥機及び穀物検査機器の API 接続検証の準備状況について実装担当企業より報

告。各社の実装準備はおおむね順調であるが、それに比べて接続検証アプリケーショ

ン側の準備が遅れている状況。具体的な試験日時などは、今後、進行管理役より連絡・

協議の上で進める。 

 次回会合は、2～3月を予定。 

 

第５回会合 

議事次第 

１）開会  

２）令和４年度事業全体概要報告 

３）協調データ項目の特定、標準仕様案の充実改訂 

①ＷＧ１ 

②ＷＧ２ 

③ＷＧ３ 

４）接続検証及び生産現場での有効性検証の状況報告 

５）データ連携の将来像の検討 

６）成果報告書の構成と成果物の公表方法 

７）その他 

８）閉会 
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議事概要 

  WG2（穀物乾燥調製施設）第 5 回会合を開催。参加者は 44名(オブザーバー参加を含

む)。 

 API の仕様において、課題であったクエリ文字列の指定方法を明確化するように修正

する旨を説明。提案された内容で WG2の仕様を固めることで検討を完了した。 

 生産現場での有効性検証について、現地実証での結果を踏まえ、データを一定周期で

記録する場合には、ミニマム（５分）を設けることが望ましい旨を手引きに記載する

ことを提案し、合意した。 

 穀物検査機器のデータ連携に関する補足資料の要否について、前回会合での意見を踏

まえて、本年度は資料の作成を中止する。令和 5 年度以降に関連技術や穀物検査機器

のデータ利用に関する実態調査を行うこととする。 

 第３回事業検討委員会資料と説明の論旨について、WG内で事前共有。特段の意見は無

し。 

 令和 5年度以降の活動方針について説明。事業 PR版を踏まえ、次年度は WG2の活動と

あわせてコンソとして現地実証に関する応募も検討する旨を伝達。事務局から改めて

アナウンス予定。 

６）WG3（施設園芸機器） 

第１回会合 

議事次第 

１）開会  

２）挨拶  

３）自己紹介  

４）報告事項  

①第１回事業検討委員会の議事概要 

②前年度までの達成状況  

５）検討事項  

①主要課題  

（１）メタデータを付与する対象データの特定 

・メタデータ項目について  

（２）API 仕様の適応範囲拡大  

・対象とする施設園芸機器について  

（３）API 仕様の継続的な改善 

・現場実証の概要  

・実証先、ICT ベンダー等の選定状況  
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（４）生産者のデータ利用に関する意識調査 

・調査先の選定状況  

・調査スケジュール  

②WG３の年間スケジュール等について  

６）その他  

①仕様書及び実装の手引き  

（１）農機 OpenAPI 仕様書の更新について  

（２）農機 OpenAPI 実装の手引きについて 

７）閉会 

議事概要 

 WG3（施設園芸機器）の第 1 回会合を開催。参加者は約 30 名（オブザーバを含む）  

 6 月 29 日に開催された事業検討委員会において、全体計画と新たに設置される将来

像 WG を含む各 WG の計画について承認された旨を報告。また、WG3 に関して計画説

明に対して寄せられた意見や質疑事項を説明し、認識を共有。  

 R4 年度の WG3 の計画には、「メタデータの項目検討」、「API 仕様の適応拡大」及び

「農業現場での接続検証」の 3 本の柱があることを説明。  

 メタデータの項目検討は、環境データを対象とし、メタデータに生産者に有用な情報

を盛り込む。  

 API 仕様の適応拡大は、施設園芸機器を対象とし、機器データの API 仕様の策定まで

するか、接続検証まで行うかは WG で相談しながら進め、進捗状況により判断する。  

 現場実証では、実証生産者が、誠和は決定、ネポンは近々決定の予定。ICT ベンダー

は 8 月 23 日に決定。  

 生産者のデータ利用に関する意識調査では、生産者のデータの共有についての意識調

査が重要。調査項目は施設園芸協会と農研機構でたたき台を作成し、次回の WG3 第 2 

回会合で検討する。  

 仕様書の更新については特に意見はなく承認された。API の成果の PR について、一

部自治体が、API に対して動きが活発なので、事業の成果を公開していくべきとの意

見があり、仕様書は公開して積極的に PR すること、実装の手引きには中身全てでは

なく抽出した形で公開できるよう手引きを見直すこととした。 

  

第２回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）出席者紹介 

４）報告事項 
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①本事業の委託先等について 

②WG3 第１回会合のおさらい 

５）検討事項 

①主要課題 

（１）メタデータについて 

・環境データに付与するメタデータの項目案 

（２）API 仕様の適応範囲拡大 

・対象とする施設園芸機器及びデータ案 

（３）API 仕様の継続的な改善 

・生産現場における農業データの利活用について 

・農業現場での接続検証の進捗状況 

（４）生産者のデータ利用に関する意識調査 

・調査項目の内容について 

６）閉会 

議事概要 

 WG3（施設園芸）第二回会合を開催。参加者は約 30名（オブザーバ参加含む） 

 現場検証の委託先としてテラスマイル、全体業務支援の委託先がデロイトトーマツコ

ンサルティングに決定 

 環境データに付与するメタデータについて、検討の方向性を議論。検討の方法につい

てはたたき台をもとに WG内で最終的な合意を得たうえで、以降の作業を進める 

 API 仕様の適応範囲拡大に関して、施設園芸機器及びデータ案については誠和、ネポ

ン、事務局を中心にたたき台をもとに再度議論を実施予定 

 ラプター会より生産現場における農業データの利活用について先進事例をもとに説明 

 テラスマイルより農業現場での接続検証の進捗状況を説明 

 生産者のデータ利用に関する意識調査に関しては今後データ連携を行っている生産者

へのヒアリングを行うとともに、データ契約については具体化した項目をもとに引き

続き検討を実施 

 次回会合は 10月 25日前後に実施予定 

 

第３回会合 

議事次第 

１）開会  

２）挨拶  

３）出席者紹介  

４）報告事項  
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①WG3 第２回会合のおさらい 

５）検討事項  

①主要課題  

（１）項目名の統一について  

・事務局に寄せられた意見について  

（２）メタデータについて   

・環境データに付与するメタデータの項目案  

・事務局に寄せられた意見について  

（３）API 仕様の適応範囲拡大   

・対象とする施設園芸機器及びデータ案  

・事務局に寄せられた意見について  

（４）API 仕様の継続的な改善  

・農業現場での接続検証の進捗状況  

（５）生産者のデータ利用に関する意識調査  

・意識調査の進捗状況  

（６）接続検証について  

・接続検証の準備状況について  

６）その他  

７）閉会 

議事概要 

 WG3（施設園芸）第三回会合を開催。参加者は 30名程度（オブザーバ参加含む） 

 環境データの名称・単位の統一について、屋内については「インサイド」に統一する

方向で合意。また、現行の環境データに対して優先的に追加していくデータについて

は引き続き議論を実施 

 環境データに付与するメタデータの項目について、引き続き議論を実施 

 対象とする施設園芸機器及びデータ案に関して、暖房機器やヒートポンプ等の機器に

ついては特段意見がなかったため、API仕様策定の作業に移行する方向で合意 

 接続検証について、環境データのメタデータについては標準 API テストまでとし、メ

タデータに関する総合試験は実施しない方向で合意 

 生産者のデータ利用に関する意識調査について、調査対象としている生産者に対して

ヒアリング調整を実施中 

 次回会合は 12月～1月に実施予定 

 

第４回会合 

議事次第 
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１）開会 

２）挨拶 

３）出席者紹介 

４）報告事項 

①WG3第３回会合のおさらい 

５）検討事項 

①WG3の API 仕様策定について 

②接続検証アプリの準備状況等について 

③接続検証について 

④農業現場での接続検証について  

⑤生産者のデータ利用に関する意識調査 

⑥話題提供  

⑦今後のスケジュール  

６）その他 

７）閉会 

議事概要 

 WG3（施設園芸）第三回会合を開催。参加者は 30名程度（オブザーバ参加含む） 

 API 仕様は特段の意見がなかったため確定とする。 

 接続検証の準備状況について、今年度の準備状況に特段意見はなかった。一方、来年

度以降の検討事項として生育予測 API等の WAGRI 上のアプリとの連携についての検証

を検討する必要がある。 

 接続検証について、最低限の要接続検証項目を設定することで接続検証が円滑に進む

ことが想定される。 

 現場での接続検証について進捗状況を報告。 

 生産者のデータ利用に関する意識調査について、判明した課題・懸念事項について報

告。 

 サンファーム・オオヤマ（株） 大山様より、ＩＴを活用したデータ管理の様子につい

て示し、施設園芸におけるスマート農業で見えてきた課題及び展望をご報告頂いた。 

 次回会合は 2月下旬に実施予定 

 

第５回会合 

議事次第 

１）開会 

２）挨拶 

３）出席者紹介 
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４）報告事項 

①WG3 の第４回会合のおさらい 

５）検討事項 

①API の仕様修正・接続検証の準備状況 

②農業現場での接続検証について 

③生産者のデータ利用に関する意識調査 

④第 3 回事業検討委員会資料の確認 

⑤次年度の取り組みについて 

６）その他 

７）閉会 

議事概要 

  WG3（施設園芸）第三回会合を開催。参加者は 29名（オブザーバ参加含む）。 

 API の仕様において、課題であったクエリ文字列の指定方法を明確化するように修正

する旨を説明。WG3の仕様策定時に修正内容を反映する。 

 令和 4 年度開発 API の接続検証について、誠和とネポンの準備状況について共有。事

務局開発元での遅延が発生しているが、誠和、ネポンに連絡の上、基本試験を実施す

る予定。 

 接続検証についてテラスマイルでの結果を報告。センサーデータの内容や量において

問題が確認された旨について、取り扱うデータの種類によってデータの粒度や問題が

異なっているというデータの扱い方の問題として整理。本議論においてはデータロガ

ーの挙動と APIの仕様として区別することが必要であることを併せて確認。 

 生産者のデータ利用に関する意識調査について、データ利活用の推進においては団体

の中で理解を得るためのサポートや仕組み等の環境整備が課題である旨を説明。 

 第 3 回事業検討委員会にて報告する WG3の令和 4年度の事業検討結果を共有。APIの

仕様策定と現地実証、生産者のデータ利用に関する意識調査について報告する予定。 

 令和 5 年度以降の活動方針について説明。次年度からは新たに現地実証グループが設

置され、農機メーカー、ICＴベンダー、生産者がグループを構成してデータ連携の検

証を実施する。現地実証における機器間連携について、WG3 としては収量予測 API な

ど将来像ＷＧで策定されたユースケースの要素を含む内容に取り組んでいくことが想

定されることを確認。現地実証グループの募集については 3 月中にアナウンスがある

予定。 
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